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　90年代が失われた10年だとすると、00年代は

新しい経営のあり方を模索した時代であったと言

える。ネットビジネスの勃興は、従来のビジネス

のあり方を変えた。経営のグローバル化は欧米中

心からBRICs、そしてBOPへと、新たな段階へ

変化してきている。

　ゲームのルールが加速度的に変化する中では、

これまでの成功体験は足かせになる。そのような

環境においては、それぞれの企業独自の存在意義

が問われ、各企業は社員に、自分たちがどこへ向

かおうとしているのかを指し示すことが何にも増

して重要になる。「次世代のリーダー」を求める

声も強い。実際に、過去10年間、次世代リーダー

育成は組織人事課題で最も優先順位が高いテー

マであり続けている。

　本特集では、次世代リーダーを育成するために、

この10年間に各企業がどのようなことに取り組

み、その結果どのような成果があったのかを検証

する。また、実際に取り組んでみて浮き彫りになっ

た課題を整理し、今後に向けた課題を設定してい

きたい。

次
世
代
リ
ー
ダ
ー
選
抜
・
育
成
の
現
実
と
今
後

特
集



Vol.21 2010. 042

どの企業も似たりよったりというのは 
戦略論からみておかしなことだ

　21世紀最初の10年は、日本の企業が「選

抜型」の「経営人材教育」にお金をかけ始

めた10年だった。日本の企業にとって、「選

抜型」のもつ意味は重い。同じように採用し

ても同じように意味のある人材というわけに

はいかないと宣言したようなものであり、20

世紀との決別を意味する。ただ、選別はした

ものの、どう育てるかについては試行錯誤の

10年だった。

　しかも、どの企業の取り組み内容も教育プ

ログラムも似通っていた。これは戦略論から

みればおかしなことである。今の日本の企業

の病理は戦略不全にある、と私は考えている

が、次世代リーダーの選抜・育成もまた戦

略不全だったというしかない。企業が置かれ

ているポジション、状況にカスタマイズされ

た選抜・育成がされるべきであり、それが次

の10年の課題だろう。

どのポジションにあるかによって 
なすべきことは変わってくる

　世の中のビジネスは「固定投資」の重たい・

軽いと、「事業立地」の健全・不全で4つの象

限に分類できる（図表１）。「固定投資」が重

たいビジネスの典型は、高炉ひとつに1兆円も

の費用がかかる製鉄会社だ。かたや固定投資

の軽いビジネスはゲーム会社やソフト会社であ

る。ソニーはどちらかといえば軽いほう、トヨ

タなど自動車は重いほうに分類できる。「事業

立地」はメインビジネスの健全度を示している。

メインビジネスが健全であれば利益を享受で

き、成長の余地もある。不全は、競争が厳し

く成長も望めない状態で、利益が出にくい構

造があることを示している。

　重たくて健全なところに位置する（象限1）

企業では「防衛」が大事だ。ここに位置する

企業は、あまり戦略など言わなくてもいい。「愚

直にやること」が一番である。80年代のトヨ

タやパナソニックがこれにあたる。

　重たくて不全（象限2）な企業では「再生」

が大事だ。今、ここに位置している企業が実

に多いのだが、固定投資が重たくて不全とい

う企業は、たいてい従業員も多く、変わるの

が非常に難しい企業である。思いつき程度で

はどうにもならないという問題を抱えている。

リーダーはロングレンジで考えなくてはなら

ない。まず地面を耕し、土壌を改良し、木を

育てて……と、囲碁で言う布石の発想が欠か

せない。

横並び、試行錯誤の段階から
戦略に合致した選抜・育成の段階へ

三品和広
神戸大学大学院経営学研究科　教授
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　軽くて不全（象限3）の企業はトライアルす

るが勝ち。固定投資が軽いぶんリスクも低い。

発想し、試行し、いかに速くプロトタイプを作

るかが勝負を分ける。決断と行動にもスピード

が重視される。おそらく今のソニーに必要なも

のも、この軽さであり、スピードである。

健全（平時）か、不全（戦時）かに 
よってリーダーの役割も異なる

　企業が健全なとき、いわば平時のときは全

員野球で乗りきることができる。「組織」の

強いほうが強い。いわゆるモチベーション論

が有効に機能する。だから、健全な状態にあ

る企業のリーダーに求められるものは、現場

を「邪魔しない」謙虚さである。愚直に、熱

く、皆でやり抜くことであり、ここでのリー

ダーには「ハート」、「人望」、裏方の精神が

求められる。

　企業が不全のとき、いわば戦時には、皆を

ぐいぐい引っ張っていくようなヒーロー型の

リーダーが必要になる。ピンチの事態を切り

開くのは組織ではなく「個人」であり、「考

える」リーダーだ。ここでのリーダーには、

これまで経験したことのない状況のもとで決

断を下す「頭脳」が求められる。

戦時のリーダーの 
選抜育成はどうあるべきか

　まず「誰を」選抜するかということが大事

になってくる。上を仰ぎ、上からの方針を出

発点に物事を考える管理型人材は、管理職

としては優秀でも戦時の経営には不向きだ。

厳しいことを言うようだが、組織人としての

秩序を守る術を身につけた40代では遅すぎ

【図表 1】企業ポジションとリーダーイメージ



Vol.21 2010. 044

る。基本的には30代の10年間を主たる育成

期間と位置づけたい。経営者として成功する

人物は実務や管理を苦手とする傾向があり、

人事部の視界に入ってこない可能性が高い。

本物の経営者が未来の経営者を直接選ぶこ

とが、手早いだけでなく確実だろう。

　当人の覚悟も問いたい。アメリカでは基本

的にMBA採用した人をファストトラックに

乗せる。多額の金と時間を自己投資しようと

した時点で「自己選択」になっており、経営

者たらんとする腹がすでに決まっていると見

ることができるからだ。

　戦後の復興期の日本には、会社に入る前

に容易ならざる経験、人生を送ってきた人が

多くいた。若き日に家庭や戦争にほんろうさ

れ、一皮どころか真皮のめくれる壮絶な経験

をしてきた人が企業を興し、経済を牽引して

きた。豊かになった今の日本で、そうした人

材はめっきり減った。探すことは難しい。だ

が、一見満ち足りた今の世の中にあっても、

「こんちくしょう」をバネに大きく育つ可能

性をもった人材は必ず存在する。それを発掘

し、腹を決めて育てる覚悟がいる。

企業のポジションに対応した 
次世代リーダー選抜・育成を

　次世代リーダー選抜・育成のあり方を、ひ

とくくりに論じることはできない。必要とす

るリーダーが、企業の状況、ポジションによっ

て違うからだ。事業が健全（平時）に位置す

る企業でリーダーに要求されることは「人の

マネジメント」である。大きな変化を巻き起

こす変革型のリーダーであるよりも、まずは

皆が気持ちよく、なおかつ現状に甘んじるこ

となく、向上心をもって働くよう、「組織」に

一定の緊張感を注入することが主要な役割

となる。このような企業にあっては、必ずし

も早期選抜型である必要はない。全員を対

象に、さまざまな職場をローテションさせて、

経験を積ませることで管理者に育てていく従

来の育成方法が有効だと思われる。

　逆に事業が不全（戦時）、もしくは不全に傾

きつつある企業では、考え、決断し、組織を動

かす変革型のリーダーが必要である。このよ

うな状況の企業では、従来の延長型ではなく、

早期選抜をしたうえで、事業創造にかかわる

経験を積ませる必要がある。　

　今いちど自社のポジションを見直し、それ

をもとに全員野球型と早期選抜型、いずれ

がより自社の現状、そしてこれからの状況に

合致しているか考えてみてはどうだろう。

（取材・構成／編集部）
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リーダーシップは特別な人だけでなく 
「だれもの問題」である

　私が20代から30代の若いときに、主たる

研究対象としてきたのは、時代の変動期に現

れるカリスマや企業の社長、CEO（最高経営

責任者）のリーダーシップではなく、ミドルと

呼ばれる人たちのリーダーシップである。リー

ダーシップは特別な人だけの問題ではなく、

「だれもの問題」であると考えてきた。

　GE（ゼネラル・エレクトリック）の会長兼CEO

だったジャック・ウェルチは、1981年に45歳

で40万人を超す巨大企業のトップに就任し

て、就任前の1980年には268億ドルだった

売上を、20年間で1300億ドルにまで伸ばし

た。彼は、「CEOの仕事の75％は人間の問題

だ」と言い、『ウィニング　勝利の経営』（スー

ジー・ウェルチとの共著、日本経済新聞社）で

も、人間重視、ミドル重視の経営の姿勢を表明

している。ウェルチも元からすごいリーダー

だったわけではない。

　最近では、この私自身が50代になり、経営者

の方々にも、リーダーになるまでの「一皮むけ

た経験」や経験からの教訓について聞く機会

が増えた。ミドルのときの経験や、もっと若い

ときの経験がその後社長になってリーダーシッ

プを発揮するのに役立っていることがある。

　さて、ビジネスはシステム化することが肝心

だが、システムを作る人、それを回す人、それが

うまく回らなければシステムをつぶしてでも変

えていく人、そういうリーダーが随所にいなけ

ればエクセレントであり続けることはできない。

ウェルチの意見の助けを借りるまでもなく、ビ

ジネスシステムとトップ、そして現場のリー

ダーのリーダーシップは不可分であり、わけて

は考えられないものだ。

　ひとりの特筆される経営者だけでなく、あら

ゆる階層にリーダーがいて、その連鎖がリー

ダーを育てていく組織は強い。次世代リーダー

の選抜育成もまた、特別なひとりのCEOのた

めだけでなく、それも含めてリーダーシップの

問題であり、ビジネスシステムを変革するリー

ダーを育成するということで考えてみたい。

｢経験｣を通して「成長」した結果として 
リーダーになる

　この10年、各社は「早期選抜」を行うよう

になり、ファストトラックやハイポテンシャ

ルプールのグループが形成されるようになっ

た。そうした人材を対象にMBA的なリテラ

シー教育をする企業が増え、ハイポテンシャ

ルプールから、実際に社長や役員になる人も

ちらほら出てくるようになってきた。社長に

なるほどの人だから、もともと可能性がある

ひとりの CEO だけでなく
ミドル重視でリーダーシップの連鎖を

金井壽宏
神戸大学大学院経営学研究科　教授

Part 1 特集｜次世代リーダー選抜・育成の現実と今後
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人だったと言うこともできるが、選抜型の研

修を早めに受け、経営幹部になることを早く

から意識することで経営者としての心構えが

でき、その人の ｢成長｣ が加速したという面

はあると思う。

　今、私は ｢成長｣ という言葉を使った。私

は「人の発達は一生続く」と考えている。次

期経営幹部の育成も、「成人の非常に興味深い

発達の仕方を支援すること」だと考えている。

そう言うと、たいていの人事部担当者がキョ

トンとするが、私は本気でそう思っている。人

は最初からリーダーとして生まれてくるわけで

はない。どこかの段階でリーダーとなることを

決意し、やり抜くという ｢経験｣ を通して成

長した結果として、リーダーになる。大事な

ことは本人のやり抜くという意思であり、やり

抜いたという ｢経験｣ である。

　この10年のもう一つの成果は、この ｢経験」

を経験で終わらせないリーダーシップ開発の

取り組みが進んできたことだ。

「一皮むけた経験」を内省し、 
持論化し、共有する

　リーダーには実像があるが、リーダーシッ

プという影響力過程そのものには形がない。

その目に見えないリーダーシップの実像を明

らかにしようとする研究が、20世紀の終わり、

アメリカのCCL（センター・フォー・クリエイティ

ブ・リーダーシップ：Center for Creative 

Leadership）で進んだ。上級のリーダー、ハ

イフライヤーと目される人が、その成長過程

でどのような ｢一皮むけた経験｣ をしたか、

そこからどのような「経験からの教訓」を引

き出したかに注目し、どのような経験がリー

ダーシップを発揮するのにいかなる意味で有

益であったかを帰納的に解明してきた。

　ロミンガー社の調査からも、リーダーシッ

プの形成に、「仕事上の経験」の持つ意味が大

きいことがわかる。企業の経営幹部に「リー

ダーシップを発揮する上で有益だった経験は

何か」と尋ねたところ、「仕事上の経験」が

70％を占め、「関係」（上司の薫陶や顧客から

の教えなど）は20％、「研修」は10％程度にす

ぎなかったという。

　そして私もまた、リーダーシップの学校は

「経験」であると考えている。研修だけで身に

つくものではない。

　ゼロの状態から新規事業を立ちあげた時や、

つぶれかけた事業分野を立て直そうとする時、

大きな絵に向かってメンバーや他部門、社外

の人たちが巻き込まれていく過程でリーダー

シップは発揮される。肝心なのは、その「経験」

を放置せず、内省（リフレクション）すること

だ。経験の意味づけ、蒸留、純化が社内で起

きれば、会社にリーダーシップが育つ下地が

できる。

　P社では、同社でGMと呼ばれる部長クラス

が｢一皮むけた経験｣を内省し、そこから引き

出した教訓を持論としてレポートし、それを

シェアする研修を行ってきた。聞いている私

が感激するようなすごい経験を語る人がおら

れる。そんな ｢経験｣ を内省し、切磋琢磨す

る仲間のGMと共有し、リーダーシップの「持

論」を持っている人が一定数を超えた時、そ

の会社にはリーダーシップの連鎖が起きる。

今後はリーダーシップの連鎖につなげるアセ

スメントや研修、フィードバックツールが大

事になってくるだろう。

振り返りの場、内省の場としての 
大学院や座学研修

　企業人はとかく忙しい。仕事上の経験や冒

Part 1 特集｜次世代リーダー選抜・育成の現実と今後
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険、自分が成長したと思える要素を、日常に

追われながら振り返るのは容易ではない。ベス

トジョブやリーダーシップの経験があっても、

それらを自分なりの言葉で人と語り合ったり、

内省する時間的余裕がないものだ。

 リーダーシップやキャリア発達は、学ぼうと

する人が理論を経験に、経験を理論に結び付

けて考えるところから始まる。研究者の理論

を自らの経験に引き寄せ、自分なりのセオリー

をもつことが重要であり、現場で働く人にとっ

て大学院や研修はその振り返りの場、内省の

ための場として大事である。

　アクションと内省、どちらが大事かと聞か

れたら、私はアクションを選ぶ。それが生きて

いることの根本だと思うからだ。しかし、ただ

生きているのではなく、意味のある生き方、働

き方を望んでいるのなら、アクションだけでは

足りない。内省が大事だ。内省が大事なのは、

それがアクションに基づいており、次のいっそ

う充実したアクションを誘導するからだ。

偉大な経営者ほど 
「内省（リフレクション）」している

　経営幹部ともなると、さらに自分を見る鏡

が減る。「将来を展望するために振り返る」こ

とは、リーダーがリーダーであり続けるために

も必要なことだ。

　偉大な経営者ほど内省をしている。松下幸

之助の百カ条で語られる指導者の心得は、自

身の経験から導きだされたものであり、いわば

持論の集大成である。伊藤忠商事取締役会長

の丹羽宇一郎さんも、内省という言葉は使わ

ないが、毎朝早起きをし、散歩しながら「い

つも考えている」という。自分の頭で考えなく

てはいけない、考えることなくして経営者たり

えないという経営者は多い。

　経営者の言う「考える」には、「将来を展望

するために振り返る」という意味が含まれてい

る。経験をいい形で振り返ることができた人は、

経験から自分の「持論」を持つことができる。

それが経営者に必要な価値判断の軸になる。

経営者が行わなければならない意思決定は、

合理的に判断できる類のものではない。大きな

意思決定は、経営者の価値観に深く根ざした

ものになる。合理的決定を目指しつつも、「理

外の理」というような判断も必要となる瞬間

がある。経営判断の軸、価値観はどのように

して形成されるかと言えば、やはり経験と内

省からだ。持論もこのふたつと議論を通じて生

まれる。

　人は仕事の経験を通じて成長、発達し続け

る。トップであれ、ミドルであれ、経験の意味

を内省し、社外の広い世界とも接触し、内省

したことを組織内外の人と話し合えることが

大事であり、今後とも成長のフィードバックと

して不可欠である。　　（取材・構成／編集部）

Profile

金井壽宏（かない・としひろ）氏
1954年兵庫県生まれ。京都大
学教育学部卒業、神戸大学博士
課程修了後、ＭＩＴ経営大学院
博士課程修了。1999年より現職。
リーダーシップやキャリア、モチ
ベーションなど、人の発達や心理
的側面に注目する。著書『仕事で
｢一皮むける｣』（光文社新書）、『変
革型ミドルの探求』（白桃書房）、

『働くひとのためのキャリア・デザ
イン』（PHP新書）など多数。
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知識やスキルの学習だけでは 
克服できない何かがある

　人材育成の担当者が言うには、人材育成を

つきつめていったとき、突き当たる大きな「壁」

があるという。それは、知識やスキルを伝承す

るといった従来型の学習では克服できない「何

か」だという。それは個人が有する「○○観」

や「信念」をどう変えるかだという話になる。

「観」には、人間観、経営観、事業観、成長観

といろいろなものがある。何かを変えようとす

ると、これらあらゆるものの見方を統合した「世

界観（コスモロジー）」に踏み込まざるを得な

いというのだ。経営者育成、次世代リーダー

育成もまた同じ壁に突き当たっているのではな

いだろうか。若い頃から選抜し、ファストトラッ

クにのせ、MBA的な教育を試みることで経営

者が育つと信じることができた時は良かった。

だが、それだけではない何か、経営者、次世

代リーダーを育てようとすれば、「観」や「信念」

の変容を意識せざるを得ないと考える企業が

増えている。

「観」や「信念」を 
変容させることはできるのか

　「観」や「信念」を変容させたいというニーズに

対し、学問的にわかっていることにはどんなこ

とがあるだろう。

　教育学では「信念」は知識の一種ととらえら

れている。その特徴は、1）学校で学ぶ知識とは

違う性質をもっていて、母子の相互作用のよう

に「長期的なプロセスで形成される」こと、2）学

校から職場へ移るときのように「場」が変わる

ときに揺さぶりがかかって再形成されることであ

る。つまり、信念とは人が生まれながらにしてもっ

ているものではなく、後天的に「学習」される

ものである、ということである。

　いったん形づくられた信念体系（ビリーフ・

システム）は、「場を移るとき」にいったん揺さ

ぶられるものの、3年ぐらいでまた強固になるこ

とが知られている。たとえば、営業の「顧客志向」

といった信念は、入って数年で形成されるもの

だが、こうして一度形成された信念を変容させ

ることは非常に難しい。もうひとつビリーフ・シ

ステムでわかっていることは、短期的な成果に

は効果は現さないものの、長期的なスパンで見

たときにはその人のパフォーマンスに影響を与

えるということである。

　いったん形成された「観」や「信念」の変容

は、それまで当たり前だと信じていた知識や仮

説や前提をアンラーン（学びほぐし）し、リラー

ンし、必要な信念を形成するというプロセスを

内省し、学び続ける人こそ
経営者にふさわしい

中原　淳
東京大学大学総合教育研究センター　准教授

特集｜次世代リーダー選抜・育成の現実と今後Part 1

視 点
③
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たどる。

　そのひとつの契機として注目されているのが

リフレクション（内省）だ。リフレクションには、

PDCAのような業務をまわすのに必要なノウハ

ウをいかに獲得するか、といった「浅い」もの

から、コスモロジーの変容にまで踏み込むよう

な「深い」ものまである。しかし、今という時

代に求められているのは、「正しく行っているの

か」をリフレクションすることでなく、「正しい

ことを行っているのか」を、時おり、いったん

職場や業務を離れて問い直すこと、学びほぐす

ことではないか、と思う。学びほぐしは、生やさ

しいものではないし、時に「痛み」を伴う。そ

こには、一時的に「摩擦」「混乱」「葛藤」「ジレ

ンマ」「焦燥感」といったネガティブな局面が伴

うこともあるかもしれない。

持論が完成した瞬間が 
いちばん危ない

　経営者を志向する人にとっては、経営観をど

う形成していくかということが大きな課題であ

るが、「○○観」形成の難しさは、それが「完成」

しないことにある。つまり、「○○観」は、時代

の変化にあわせて、変わるべき部分は変化し続

けなければならないのである。

　もちろん、経営観の中には揺らいでいいもの

と、揺らいではいけないものがある。経営者た

らんとする人は、変わるべきでないものを変え

ない勇気と、変えなくてはいけないものを受け

入れる心の静けさ、その両方が必要であり、そ

れを見抜く叡智がいる。そして、それを見抜き

続けることが大事だ。

　「○○観」を変容させうるとき重要なことが二

つある。ひとつは、論が形成されるとき、それ

が他者にも開かれており、他者が「それって違

うのではないか」と言える環境にあること、自

分の持論が揺らぐ環境にあることだ。もうひと

つは、論が完成した瞬間が危ないということを

知っておくことだ。

　自分の持論が「完成系」だと思ったときが、

いちばん危ない。外部環境が変わっていくのだ

から、持論も常に未完成でなければいけない。

持論づくりは常にオンゴーイングである。その

意味で、持論づくりは終わらない。

人は内省を通じて学び 
変化し、成長する

　マネジャーには2種類の人がいる。ひとつは、

マネジャーは「プロセス」であり、まだ自分の

能力は伸びると思っている人たちである。そし

てもうひとつは、マネジャーは「プロダクト」

もしくは「ゴール」であって、これ以上は伸び

Profile

中原　淳（なかはら・じゅん）氏
1975 年北海道生まれ。大阪大学大学院人間科
学研究科、マサチューセッツ工科大学客員研究員
などを経て現職。「大人の学びを科学する」をテー
マに企業・組織における人々 の学習・成長・コミュ
ニケーションについて研究。人材発達支援論、職場
学習論。共編著に『企業内人材入門』『ダイアロー
グ　対話する組織』（以上、ダイヤモンド社）、『リフ
レクティブ・マネジャー』（光文社新書）など多数。
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ないと思っている人たちだ。

　人は、内省を通じて学び、変化し、そして成

長する。オフィスで過ごす時間は、7万時間か

ら10万時間に及ぶ。どんな読者家でも図書館

で7万時間は過ごさないだろう。

　ビジネスパーソンの多くが成長を感じる場所

はやはり職場であり、仕事の中で成長しなけれ

ば人生は退屈なものになってしまう。「上がりの

マネジャー」や「学びの終着駅に着いた大人」

にならないためにも、内省をし、アクションへ

とつなげたい。

リフレクションを効率的かつ 
効果的に進めるには

　経験から内省を生み出すには、どんなアプロー

チや方法があるかみておこう。内省が生じやす

いのは、「語るべき他者」や「応答してくれる他

者」がいるときである。自己のあり方や行動に

ついて「誰か」に説明しなければならないとき、

人は無意識、かつ暗黙に行っている事柄を、メ

タ(高次)な視点で眺めることになる。また、内

省が「外化」によって他者と共有されるときも

内省が進む。外化とは、自分が考えていること

や感じていることを、何らかのものとしてアウト

プットすることだ。実施にあたっては、いきな

り本題のリフレクションに入るのではなく、前

準備として、自分について語ったり自己開示す

るローンチング（立ち上げ）セッションを持つこ

とも大事である。

　リフレクティブな会話とは、計画も予定表も

ない会議で自分について語るようなものである。

そこでは「外化」したものが、自分の考えを出

すための媒介として役立つ。たとえば私が最近

よく使うのはレゴだ。職場の状況をイメージし

てブロックで表現してもらう。すると、上司の

頭に花（全然わかってない！）、とめどなく長い

ブロックの先端に立つ自分（崖っぷちだ！）と

いった作品が完成し、状況が見えてくる。「作っ

て」「語って」「振り返る」過程で、「ああそうか！」

「そうだよな」という瞬間がある。よくできたリ

フレクションでは、笑いの中でその瞬間が訪れ

る。リフレクション系の研修が増えているが、

つるし上げや反省大会、総括とならぬようデザ

インしたいものである。

変化に追い抜かれぬためにも 
内省をし続けなくてはならない

　今日、多くのマネジャーが、そして経営者が、

不確実で不安定で矛盾に満ちた現場で瞬時の

判断を迫られている。どんなに確かな「観」や「信

念」を身につけても、時代の変化がそれを軽々

と追い抜いていく。変化に追いつくには、休む

ことなく内省し、内省を通じて学び、変化し、

そして成長し続けなくてはならない。もはや内

省は、一部の特別な職務に就いている人だけの

ものとはいえない。

　内省は、本質をついた他者からの問い掛けに

よっても促進される。たとえば、「あなたは正し

いことをしていると思うか」「あなたは何をやりた

いのか」「何がなくなったら、あなたはあなたで

はなくなるのか」と問い掛けられたとき、あなた

はどんなことを思うだろうか。よき経営者たらん

とするなら、常にリフレクティブな気づきを促し

てくれ、成長をうながしてくれる他者を身近に

おき、内省し続けることが必要だ。コーチング

を受けるなど、プロの力を借りて内省を継続す

るという方法もある。成長には、職を得て10年

経ったから安心、40代になったから安心といっ

たゴールはないし、安全圏などもない。いくつ

になっても、どんな立場になっても、内省し続

ける人こそ現代のリーダーにふさわしい。

（取材・構成／編集部）



11Vol.21 2010. 04

　少子高齢化が進み、人材の払底という課題が
ますます現実味を帯びつつある。台頭する新興国
に負けない活力を保持し、未来を切り拓くには、強
力なリーダーシップと創造力を身につけた人材、マ
ネジメント力に優れた人材を育成する必要がある。
　文部科学省では80年代後半から数々の答申の
提言に基づき大学院改革の施策を打ち出し、諸制
度を制定し、大学院制度の多様化と高度化を図って
きた。大学院改革の一つが社会人への大学院の門
戸開放であった。その代表例が先端的な高度経営
専門知識・スキルの習得を目的としたビジネスス
クールである。だが、日本のビジネススクールは、
必ずしも企業の人材育成ニーズに十分応えてきたと
は言えない。経営分野専門職大学院の認証評価機
関ABEST21が、日本、韓国、ロシア、中国、タイ、マ
レーシア、メキシコ7カ国で行った調査（“Improving 
Quality of Management Education”）でも、わが
国のビジネススクールの教育と企業の期待との間
には、かなりのギャップがあることが判明した。回
答企業の過半数がMBA取得者に「戦略思考能力」

「問題解決能力」「分析思考能力」「意思決定能力」
「数量的分析能力」「リーダーシップ能力」を期待
していたが、いずれもその期待を下回っていた。
特に「戦略思考能力」は78%の企業が期待してい
たが、実際にMBA取得者に「戦略思考能力」が
観測されると回答した企業は41%にすぎなかった。

いかに企業ニーズとのギャップを埋めるか

　世界に通用するMBA学位（のはず）だが、わが
国では、既設の大学院経営学研究科修士課程で
社会人学生を受け入れて経営学教育をしても、経
営分野専門職大学院（ビジネススクール）でMBA学
位を授与するマネジメント教育をしても、学位英文名

称MBAが授与され
る。自称ビジネスス
クールが多いのだ。
こうしたこともあっ
て、欧米のビジネス
スクールほど評価、
認知されてこなかっ
た。「企業の求める人材」と「ビジネススクールの育
成する人材」とのギャップを埋め、世界に通用する
マネジメント人材を育てていかなければならない。
　そこで発起人となり、2009年10月、マネジメント
人材育成の課題を共有化し、産学連携でビジネス
スクールの教育の振興を検討する場として「マネジ
メント人材育成協議会」を立ち上げた。協議会の
構成は、わが国を代表するビジネススクール9校と
代表企業9社（富士ゼロックス株式会社、日産自動
車株式会社、株式会社NTTデータ、パナソニック
株式会社、株式会社リクルートマネジメントソリュー
ションズ、新日鉄エンジニアリング株式会社、ソニー
株式会社、東芝総合人材開発株式会社、トヨタ自
動車株式会社）である。今後、産官学連携でマネ
ジメント人材育成教育の振興の諸方策を検討し、広
く社会に提言していく。
　マネジメント人材の育成はわが国だけの問題では
ない。日系企業がグローバル化し、中国やタイ、マレー
シアなどの現地に任せるには、現地にマネジメント
人材が育っていなければならない。今や現地のビ
ジネススクールと連携して、現地でのマネジメント人
材育成を図ることが、日系企業にとっても必要なこ
ととなっている。周辺諸国とも連携し、50年、100
年先を見つめた人材育成に産官学一体となって取り
組んでいきたい。　　　　　　　　　　　　　　　

（取材・構成／編集部）

特集｜次世代リーダー選抜・育成の現実と今後

世界に通用するビジネススクールに
伊藤文雄

青山学院学事顧問／ABEST21理事長
マネジメント人材育成協議会　発起人

マネジメント人材の育成に向けて視 点
④
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　過去10年間の米国におけ

るリーダーシップ開発を振

り返ってみると、表面的に

はそれまでと変わらないよ

うに見える。企業はリーダー

シップ開発にそれまでと同

様に投資し続けており、そ

の目的も変わっていない。

「マネジャーが現在のポジ

ションでより成果を上げる

こと」、「能力が高いマネ

ジャーに、より責任が重い

仕事をさせるための準備」、

「企業変革を実行すること」

というのが主な目的だ。

　また、企業の活用する

ツール、プログラムも変わっていない。自己

理解のための研修、スキル習得を目的とした

研修、アクションラーニング、360度評価、

アセスメントセンターの活用、エグゼクティ

ブ・コーチング、メンタリング、成長を促す

仕事のアサインなどである。

　しかしながら、より深く観察するとリー

ダーシップ開発に関して3つの変化が起こっ

ていることに気づく。それは、「仕事と学び

の統合」、「適応力と協働する力の開発」、「タ

レントマネジメントシステムの中でのリー

ダーシップ開発」の3つである。以下ではそ

れぞれについて紹介する。

仕事と学びの統合

　成人学習理論によると、

「経験」がリーダーシップ

開発の核であるとされてい

る。演習、シミュレーショ

ン、特命プロジェクト、ジョ

ブ・ローテーションを利用

した実践的なリーダーシッ

ププログラムは「経験」を

うまく利用している。これ

らのプログラムには、チー

ムによる振り返り、同僚か

らのフィードバック、コー

チとの対話、日誌を書く、といった「内省」の

場が用意されている。「内省」することによっ

て、「経験」からの学びが効果的になる。自

分の思考や行動のくせ、自ら下した意思決定

の原因と結果の関係、あるいは見過ごしてい

たかもしれない他の選択肢の可能性につい

て、「内省」によって学ぶのである。

　「内省」のプロセスは、直面する仕事に適用

することから始めるのが効果的である。マネ

ジャーの部下に対するコーチ能力を高める試

みもその一環である。マネジャーに業績を上

げさせることだけではなく、部下育成にも責

Profile

シンシア・D・マッコーリー

ジョージア大学産業組織心理学博士課
程修了後、CCL入社。その後20年以上、
研究、プログラム開発、アセスメント開発、
コーチングに携わり、R&D部門のヴァイ
スプレジデントを経て、現職。主な著書に
『CCLリーダーシップ開発ハンドブック』
（共著）、論文多数。

寄 稿 リーダーシップ開発の最新トレンド
シンシア・D・マッコーリー

Center for Creative Leadership（CCL）　シニア・フェロー

Part 1



13Vol.21 2010. 04

任を持たせることによって、「仕事」と「育成」

の統合を図ることができる。必然的に、部下

も「仕事」と「学び」を統合することになる。

　仕事と学びの統合のツールとして、ｅラー

ニングという手法もある。ｅラーニングを活

用すれば、マネジャーが問題や挑戦的な課題

に直面したときに、ネットを通して、直ちに

知識・ツールや、適切な人々にアクセスする

ことができる。有益な情報にアクセスし、そ

れをリアルな問題に適用し、その結果を振り

返るというサイクルを回すことで、学習が促

進されるのである。

適応力と協働する力の開発

　企業は現在、変動性が高く複雑な環境に直

面しており、マネジャーには新しい状況にす

ぐに適応できる力が求められている。また、

不確実性が高まる一方で、使える資源が限ら

れる中で、メンバーのモチベーションを高め

る方法を探すことも求められている。さらに、

複雑な問題を解決するために、マネジャーは

組織の壁を越えて協働することが必要になっ

ている。CCLの最近の調査によると、経営幹

部の86％が、組織の壁を越えて協働していく

ことがきわめて重要になっていると答えてい

る。しかし、実際に行っているのは7％と、そ

の難しさがわかる。

　適応力と協働する力は、各企業のコンピテ

ンシー項目として頻繁にみられるようになり、

リーダーシップ開発プログラムでも両者を同

時に高めることが求められている。このふた

つのコンピテンシーは、新しい価値観に基づ

くスキルである。過去に蓄えた専門性の重視

や個人主義というものは、米国の文化に深く

根ざした価値観であり、そう簡単に払拭でき

るものではない。そういう観点からすると、

これらふたつのコンピテンシーを身につけて

いくことは難しいと言える。

タレントマネジメントシステムの 
中でのリーダーシップ開発

　最近では、タレントマネジメントシステム

の中にリーダーシップ開発のプログラムを統

合していくことが人事には求められている。

タレントマネジメントシステムとは、採用、

育成、組織への関与を強めるためのトータル

システムのことである。このシステムの中で

は育成はひとつの部分であるし、リーダーシッ

プ人材は、多くのタレント人材の中の一集団

である。しかし、リーダーシップ開発をタレ

ントマネジメントシステムの中で扱うことに

よって、リーダーの選抜や能力開発プログラ

ムを行うにあたって、他の人事プロセスとも

整合した共通のコンピテンシー・モデルを使う

ことが可能となる。

　また、タレントマネジメントシステムの中

で扱っているエンゲージメント・サーベイの

結果から、企業全体として必要なリーダーシッ

プ能力を見つけることもできるだろう。

■

　このように、リーダーシップ開発に関する

目的やメソッドは過去10年の間大きな変化は

なかったといえる。しかしながら、リーダー

シップ開発の責任者は、変化する環境に対応

するために「仕事と学びの統合」、「適応力と

協働する力の開発」、「タレントマネジメント

システムの中でのリーダーシップ開発」を強

化してきているのである。

特集｜次世代リーダー選抜・育成の現実と今後
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このところ、安崎、坂根、野路と、個性豊か

なトップを立て続けに輩出してきた国内首位、

世界第2位の建設機械メーカー、コマツ。

1950年代からはやくも海外に進出、グローバ

ル企業の先駆者とされる。90年代半ばから始

まったリーダー研修の成果を探ってみた。

　グローバル経営の成功例というと必ず名前

が挙がるコマツ。海外売上比率は連結で約8

割に達し、社員の半数以上が外国人、生産拠

点の数も海外のほうが多い。そうやって世界

を舞台に戦ってきたからか、次世代リーダー

育成の取り組みを始めた時期も、1996年と

早かった。具体的には、主に30代の課長・主

任クラスを対象にした「B研修」と、40代の部

長・副部長クラスが対象の「A研修」の2つで

構成される「ビジネスリーダー研修」である。

各部門長からの推薦と人事による面接、適性

検査などを通じ、それぞれ毎年20人から25

人が受講。もちろん今も続いている。

　この研修が始まった背景には、当時の社長、

安崎暁氏が抱いた危機感があった。同社常務

執行役員の日置政克氏が明かす。「世界各地

で提携先を探していた時期で、安崎も積極的

に海外に出ていたのですが、自分はもう60歳

を過ぎているのに、相手方社長は40代ばかり。

これではいけない、と、『45歳の社長をつくる』

というスローガンを掲げ、その一環としてリー

ダー研修が始まったのです」

　B研修は10カ月にわたる計70日あまりの

集合研修という形で実施される。内容は経営

戦略からマーケティング、財務など、経営の

イロハである。ユニークなのは、例えば経営

戦略だったら、外部の経営学者と同社の経営

企画室長が講師を担当するといったように、

各々のテーマで理論と実践がセットになって

いることだ。最後は5、6人のグループに分か

れて、具体的な課題の解決策を討議し、社長

以下、役員の前で発表する。「経営の基礎を

学ぶ以外に、『これだけ時間とエネルギーを

かけて自分たちを育ててくれているんだ』と

いう経営の意思が伝わることに意味がありま

す。元々、離職率は低いのですが、動機づけ・

リテンションに大きな効果があるのです。長

い時間をともに過ごす他の受講生と強固な

ネットワークが築けるのも得がたい財産です」

（日置氏）

海外でのカルチャーショック 
投資の元は取れている

　一方のＡ研修は国内外のビジネススクール

への派遣が中心だ。日置氏自身、初代の受講

コマツ事例
① 研修では教えられない「人望」

ごぼう抜きの選抜はあり得ない

コマツ　常務執行役員
コンプライアンス、法務、人事・教育、安全・健康管理管掌

日置政克 氏

Part 2



15Vol.21 2010. 04

生でもあり、派遣先は米国の名門、カーネギー

メロン大学だった。「海外に行くと、こんなに

人前でしゃべるんだ、プレゼンがうまいんだ、

というカルチャーショックに見舞われて帰っ

てきます。ひとりあたり250万円から300万

円ほどの投資になりますが、グローバルでき

ちんと闘える人間をつくっている、と思えば、

元は十分取れていると思います」（日置氏）

　この研修が始まって14年が経ち、目標だっ

た「500人を育てる」をほぼ達成した。当初

の予定では、研修修了後、受講生を他部門に

異動させたり、関係会社の経営者に抜擢した

りといった計画的に修羅場を経験させる人事

施策とセットだったが、最近では風向きが変

わってきているという。日置氏はその理由を

こう説明する。「関係会社を減らした上に、天

下り人事はさせないという方針に切り替わっ

たことが大きい。第一、そんなことをしたら、

関係会社の社員が腐ってしまいますよ。修羅

場を無理に作らなくても、人は育つのではな

いでしょうか。いま24名いる執行役員のうち

15名がA研修の受講生で、この流れはますま

す強まるでしょう。今の時点で一番大きな成

果です」

若いうちからの 
リーダー選抜は無意味

　日置氏が人事部長になった時、当時社長だっ

た坂根正弘氏に呼ばれ、「俺のような人材を落

とすような制度だけは作ってくれるな」とい

われたことがある。坂根氏が30歳の頃、若手

社員を対象にした海外留学制度に応募したの

だが、面接もせず書類選考だけで落とされた。

「坂根が言いたかったのは、若いうちに人を見

抜くのは難しい、ということ。人間はそれぞ

れのステップで評価されて昇進していくわけ

で、極端なごぼう抜きはあり得ません。欧米

はともかく、日本企業では勤続年数というの

は経験値で測る上で非常に大きな意味を今で

も持っています。当社のトップに不可欠な要

素は下の人間から慕われるという意味の人望

ですね。そう考えると、50代のトップはあり

得ますが、正直、40代のトップは難しい」（日

置氏）

　この研修には思わぬ副産物があった。関係

会社やサプライヤー（コマツでは協力企業と

いう）の御曹司が毎年、受講生として参加し

ているのだが、これが思いのほか好評なのだ。

といっても、海外からの参加者は日本語の話

せる中国人のみ。海外のナショナル社員にど

う広げていくかが課題だ。もうひとつ、以前

に比べて、受講生の決定に年功的な色がつき

始め、「名誉の選抜」という意味が薄れてきた

ところも日置氏は「気になっている」という。

特集｜次世代リーダー選抜・育成の現実と今後
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たばこ事業の軸足を国内から海外に移しつつ、

医薬、食品事業にも積極果敢に乗り出してい

るＪＴ（日本たばこ産業）。事業環境の急激な

変化をうまく舵取りできる専門能力と求心力

を兼ね備えたリーダーの計画的育成を目指し

て始まったプログラムの現状をうかがった。

　ＪＴが現在の形の次世代リーダー育成プロ

グラムを開始したのは2006年のことである。

「ビジネスリーダー育成プログラム」と呼ばれ、

将来のトップ人材を含む、執行役員候補の継

続的輩出を目的としている。

　同社の前身は日本専売公社で、1985年に

民営化され現在の組織となった。公社時代は

中央官庁のキャリア官僚制度と同じく、入社

時から将来の経営幹部人材があらかじめ選抜

され入社していたが、民営化後、一部の新人

に対して初めから昇進が約束されていること

の問題が目立ち始めたので、入社後の実績を

考慮する仕組みに変わった。

　ところがこれで一件落着ではなかった。将

来を嘱望されるリーダー候補の数は増えたも

のの、若いうちから抜擢して、修羅場経験を

くぐらせることが実質的に難しくなり、リー

ダーとしての気概や使命感が希薄になるとい

う課題が出てきた。その点を改善し、以前の

制度のよい点も取り入れつつ、形としたのが、

現在実施しているプログラムだ。

　プログラム自体は、ジュニア（入社4年～6年

目）、ミドル（34歳以下）、トップ（39歳以下）

の3階層に分かれている。選抜者数のイメー

ジはそれぞれ15～20名、７～10名、5～7名

程度となっており、選抜方法は順に、公募、

部門による推薦、指名である。

早期選抜をよしとする 
独自の風土が存在する

　こうしたプログラムの対象者は30代後半か

らという企業が多く、ジュニアという20代も

対象にしたものは珍しい。しかも公募という

形で、ふさわしい人材が集まるのだろうか。

執行役員の松本智氏はこう語る。「本人に手

を挙げてもらった上で、各事業部門で第一次

選考を実施して選んでいます。もちろん、人

事部もさまざまな機会を通じて、人材の発掘

につとめています。かなりの難関で、倍率は

10倍近くになります」

　一般的には、人の上に立つことに興味のな

い若手が増えたと言われるが、それだけ前向

きな若手がいるというのは正直驚く。

　早期選抜は、日本企業ではなじみにくいと

日本たばこ産業事例
② 課題はキャリアパス・コントロールの徹底

「鉄は熱いうちに打て」と20代選抜も

日本たばこ産業株式会社
執行役員　人事責任者

松本　智 氏
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思われるが、同社の場合、現場での混乱は生

じていないのだろうか。「わが社ではそれは杞

憂です。従来からの選抜育成制度によって経

営幹部となり活躍している人がたくさんいる

からでしょう。会社の将来を担う優秀な人材

は年齢に関係なく、みんなで支えあおう、と

いう風土があるのです」（松本氏）

　プログラムの内容にも触れておこう。ジュ

ニア層は、自己学習や集合研修を通じて、財

務やマーケティングなど、経営の基礎となる

知識やスキルの習得を目指す。部長クラスと

の交流プログラムもある。ミドル層には仕事

に直結した戦略課題を解決するアクション

ラーニングが課せられ、その結果を最後に経

営陣への提言という形でまとめる。トップ層

向けのプログラムは、「DNA伝承」を目的とし、

経営トップによる「寺子屋方式」の連続講義

が中心となっている。

　いずれの階層にも共通する理想となる人材

像はあるのだろうか。選抜の際の面接官も務

める松本氏は語る。「国内のたばこ事業を取り

巻く環境が厳しさを増すなか、自分が何とか

してみせるという当事者意識とチャレンジ精

神を持っている人間です。面接時もそこを見

ています。人としての誠実さも不可欠です」

選抜後の5年間で実行される 
社長公認の計画的異動

　実は同社のプログラムがユニークなのはこ

こからで、選抜後の5年間、2つ以上の部署を

意図的に異動させる「キャリアパス・コント

ロール」を実施している。そのため、選抜者

の異動に関しては社長が決裁権を有している。

「将来想定したポジションによって、異動先を

決めています。スタッフ系の人材は各事業と

コーポレート部門を行き来させていますし、

技術系や研究開発系の人材の異動は専門領域

内で行っています。経験を積ませるという目

的で、子会社への異動は各人材共通で実施し

ています」（松本氏）

　本プログラム稼動後まだ4年しか経過して

おらず、成果はこれからだが課題もある。ま

ずは、キャリアパス・コントロールの徹底で

ある。「エース級の人材が対象ですから、いく

ら育成のためといっても、そういう人材がす

ぐに異動すると現場は困ります。確実に実行

するには、選抜者の直属上司と人事部が密接

なコミュニケーションをとり、計画的に行う

ことが必要です」（松本氏）

　もうひとつの課題は海外人材の育成だ。同

社のたばこ事業は世界120カ国に及び、本部

はジュネーブにある。そうした海外の関連会

社の次世代リーダー育成をどう行うか。松本

氏の関心は早くもそこに向かっている。

特集｜次世代リーダー選抜・育成の現実と今後
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今年、創業75年を迎える富士通。ここ10年、

売上の伸びが大分緩くなってきた。さらにグ

ローバル化。売上高に占める国内の割合は6

割に過ぎない。新たな成長戦略を描けるリー

ダーをどう育てるか。10年前から始まった

取り組みを取材した。

　新興国が台頭し、世界経済の牽引車となる

一方、少子高齢化の影響もあり、国内市場の

縮小化に拍車がかかる日本。これからの経営

は「グローバル」というキーワード抜きには

ますます語れなくなっているが、富士通が

2000年から続けている次世代リーダー育成

を目指した選抜研修プログラムには、まさに

その言葉が冠されている。グローバル・ナレ

ッジ・インスティテュート、略してGKIとい

う。旗振り役は当時、社長で現在は相談役を

務める秋草直之氏である。ちょうどインター

ネットが爆発的に広がり始めた時期であった。

同社常務理事で、社内大学、FUJITSUユニ

バーシティの本部長もつとめる上條隆男氏に

よれば、「そういう時代の変革期こそ、既存

の物の考え方にとらわれず、物事の本質を見

通す力をもち、世界を視野に入れて活躍でき

るリーダーの選抜育成が必要だ」という考

えが秋草氏にあった。

　GKIのもうひとつのキーワードがナレッジ

＝知識である。企業の競争優位性の源泉を知

識の創造と活用に求め、日本発の経営理論と

して発信したのが一橋大学名誉教授の野中郁

次郎氏だ。秋草氏と並ぶGKI創設のもうひと

りのキーパーソンがその野中氏であり、

2004年から同社取締役をつとめ、GKIの毎

年のプログラム策定と講義を担当している。

　GK Iは30代の課長クラス向けのディベロ

ップメントコース（D）と、40代前半の部長ク

ラス向けのアドバンストコース（A）とに分か

れる。いずれもビジネスグループ長の推薦と

人事による面談で受講生が決定する。Dの定

員は年間40名で、対象は日本人社員である。

半年ずつ時期をずらして2つのグループに分

かれ、ビジネスリーダーに必須の知識を座学

で学ぶ一方、各本部長の指導のもと、それぞ

れが設定した課題解決のための提言をまとめ

る。

組織の壁を破り 
イノベーションを起こせ

　一方のAの定員は年間24名で、こちらは国

内外の人材が対象。ほとんどの内容は英語で

行われる。昨年度の例だが、まずは野中教授

の講義を中心に、リーダーシップとイノベー

富士通事例
③ グローバルな知識社会で舵取りできる人材を

今後は卒業生の戦略的育成を目指す

富士通株式会社　常務理事　FUJITSUユニバーシティ本部長
株式会社FUJITSUユニバーシティ　社長

上條隆男 氏
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ションについて学んだ後、米国西海岸にあっ

て、イノベーションを生み続ける著名なデザ

イン会社、IDEOを訪問してワークショップ

を実施。日、米、それにロンドン、ミュンヘン、

シンガポールの各拠点をテレビ回線で結んで

行う中間レビューを経て、今後の自分の課題

や新たなビジネスプランを考え、役員に発表

する、という内容だ。これを通常は半年間で

行うが、昨年は新型インフルエンザの影響が

あり1年に延びた。上條氏は話す。「GKIが目

指していることは3つのキーワードで表現でき

ます。いまの富士通のビジネスの境界を乗り

越えるという意味の『クロスファンクショナ

ル』思考、モノではなくコト（意味）に着目

した『イノベーション』の促進、コア人材同

士の『ネットワーク』の構築です」

　この10年間で、A、Dそれぞれ約200名ずつ、

計400名の卒業生が輩出された。上條氏はそ

の成果についてこう話す。「それだけの卒業生

が世界中で本部長などの要職に就いている。

まずそのことは大きいですね。プログラムを

修了した執行役員も10名を超えました。GKI

で学んだ成果が現場にも浸透し始めていると

いう実感があります」

次世代リーダーを発掘・管理する 
人材戦略会議の発足

　もちろん課題もある。GKIはリーダー育成

の入り口に過ぎず、当初、卒業生には計画

的なローテーションを行い、育成のための修

羅場を体験させていくことが企図されていた

が、思うようには進んでいない。各部門のエ

ース級が参加しているはずだから、各部門の

トップがたやすく手離すわけがないので、止

むを得ないことかもしれない。

　「全社視点での次世代リーダーの育成」とい

うGKIだけでは果たし得なかった機能を補完

すべく、2008年に作られたのが人材戦略委

員会だ。社長、副社長はじめ、ビジネスグル

ープのトップがメンバーで、GKI卒業生に限

らず、次世代リーダー候補の発掘と情報共有、

育成を視野に入れた配置を考えることを目的

のひとつにおいている。この委員会とGK Iの

連携がうまく行けばこの問題も解決するかも

しれない。

　もうひとつ、ビジネスの課題に即した問題

解決策や新しいビジネスプランの発表が行わ

れながら、実現するものが少ないという問題

もある。上條氏はこれは諸刃の剣なのだとい

う。「身近な課題を取り上げれば確かに実行は

たやすいでしょうが、普段の仕事の発想から

抜け出せないというデメリットもある。結果

を求めるか、プロセスを重視するか。その辺

の加減が難しいですね」

特集｜次世代リーダー選抜・育成の現実と今後
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人材こそがわが社の最大の資産である——総

合商社で決まって聞かれる言葉だ。その雄、

三菱商事は昨今、従来の貿易取引だけでなく、

リスクを取る形での事業投資にも力を注いで

いる。ビジネスモデルの転換はリーダー育成

にどのような影響を与えているのだろうか。

　商社といえば、「物の売買を仲介する貿易

会社」というイメージが強いが、ここ10年で

すっかりそれが様変わりした。三菱商事の場

合、たとえば金属を扱う部門では、海外での

原料資源開発から製品の輸出入、そして流通・

販売までをバリューチェーンと見なし、事業

投資を行ったり、投資会社に経営人材を派遣

したりして収益を得ている。同社は投資対象

の連結会社を全世界で約500社も擁している。

本体だけでなく、そうした会社の経営も託せ

るリーダーを育成していく必要性は日々高ま

るばかりだ。

　そうしたなか、本体の次世代リーダー育成

を担う「MC経営塾」＊が始まったのは2003

年のことである。同社は事業投資に軸足をお

いたビジネスモデルへ転換する最中で、長引

く不況下、業績悪化に苦しんでいた。常務執

行役員の伊与部恒雄氏が当時を振り返る。「そ

んな苦しい時代こそ、経営陣を動かし、社員

を引っ張っていく要の人材を強化しようと

思ったのです。具体的には40代半ばの部長ク

ラスです。毎年30名ずつ、10年やって、同

じ経験、思いを共有したリーダーを300名育

てようと思いました」。本体の従業員は約

6000人。その5%にあたる数だ。
＊「ＭＣ」はMitsubishi Corporationの略

海外ビジネススクールの最先端理論から 
役員との人間的ふれあいまで

　経営塾の受講生は各事業部門のトップの推

薦によって決まり、期間は毎年8月から11月

の約3カ月間。海外ビジネススクールのトッ

プ教授陣や実績のある経営者など、社外講師

によるレクチャー以外のプログラムはほとん

どが手作りだ。

　例えば社長以下、経営陣が講師役になる講

話セッションがある。「何人かのチームに分か

れてもらい、各役員が中に入って、２時間く

らい、ざっくばらんに議論をして、その後、

飲みに行く。当社では自分の事業部門外の役

員と話す機会はあまりありませんから、こう

いう機会を設けることで、少しでも全社的な

視点を養えたら、と思っています」（伊与部氏）

　あるいは、東京・湯島にある三菱史料館に

行き、自社のルーツを学んだり、三綱領と呼

三菱商事事例
④ ビジネスモデルの転換が生んだ育成哲学

研修と異動をセットで考える

三菱商事株式会社
取締役　常務執行役員

伊与部恒雄 氏

Part 2
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ばれる企業理念を改めて確認したりする。受

講生に非常に好評なプログラムだ。

　そして、プログラムの柱となるのが「経営

への提言」と呼ばれるグループワークだ。平

日の仕事が終わった後や週末にチームで集ま

り、知恵を出し合う。情報が足りない場合、

経営塾の過去の卒業生に積極的にヒアリング

に行く。「受講生同士の横のつながりと、同じ

研修を受けた卒業生との縦のつながり、両方

を重視しています。電話一本で物事が解決す

る、緊密な関係が築けることも、この研修な

らではの成果です」（伊与部氏）

　提言のテーマは「わが社の将来はどうある

べきか」といった全社的なものと、「連結経営

の現状と課題」といった各論とに分かれ、社

長以下、全役員の前で発表する。「毎年11月

に行われるのですが、なぜこの時期に行って

いるかといえば、翌月に全役員が合宿して討

議する経営戦略会議があるからです。経営塾

で提案されたもののうち、取り上げるべきだ

と判断された重要なものは改めて議題に上が

ります」（伊与部氏）。研修と実務の融合がこ

こで計られているわけだ。

異動によって人を育てる 
「人材シフト・交流制度」の実施

　同社が、ここ2年あまり、力を入れている

ことがある。「人材シフト・交流制度」とい

う名称で、積極的に人を異動させ、成長を促

進させようとしているのだ。「当社の拠点は

80カ国、200カ所と世界中にありますし、

さらに連結対象の会社も数え切れないほどあ

る。人間を成長させるには数多くの修羅場を

経験させるのが一番です。そのために、そう

した場を存分に活用しようと思いました」（伊

与部氏）

　以前は出向＝左遷というイメージもあった

が、現在は完全に払拭され、経営塾の卒業生

が連結会社の経営に携わるケースも増えてい

る。

　事業部門のトップも人材育成のために意図

的に多様な経験を積ませることの重要性を認

識し始めている。「今後の課題は、連結会社

の社員および海外拠点で採用されたナショナ

ルスタッフにこの制度をどう広げていくか、

ということです」（伊与部氏）

　最近、伊与部氏が驚いたことがあった。社

員意識調査を実施したところ、決算前の超多

忙の時期にも関わらず、回答率が97％という

極めて高い数字だったのだ。経営塾などの施

策を継続してきたことで、会社の理念や目指

すべき方向が現場にうまく浸透し始めたので

はないか、と氏は考えている。

特集｜次世代リーダー選抜・育成の現実と今後
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この10年間で「選抜」教育は普及

　次世代リーダー育成に関して、過去10年にお

ける最大の特徴は、「選抜」育成が行われたこと

である。限られたリソースを考えれば、選抜なし

の育成は現実的ではない。各社は、選抜された

人材に対して、経営リテラシー教育、現経営者

との対話、アクションプランの実施、コーチング、

360度サーベイを活用した育成プラン作成など

のプログラムを実行していった。

　そのような選抜プログラムの成果として、「若

いうちから自覚を持たせることができた」「ある

一定数の人材が経営リテラシーを身につけ、経

営を語る共通言語ができた」といったことが語

られる。あるいは、「同じ研修を受けたことによっ

て、横のネットワーク、斜めのネットワークが

できた」という実感もあるようだ。選抜プログ

ラムを受講した人の中から、役員が輩出されて

きていることも確かである。

　以上のような成果をあげている次世代リーダー

育成への取り組みではあるが、今回のインタビュ

ーを通じて、いくつかの課題も明らかになった。

意図的な修羅場経験を創出する

　研修プログラムの場ではなく、実際の業務に

おける修羅場経験が最も有効な育成の場である

ことを、経営者、人材育成部門の責任者は認識

している。そうした経験をさせるためには、経

営者候補人材の戦略的な異動・配置が必須とな

るが、多くの会社では実現できていない。

　その理由のひとつが異動の難しさである。経

営者候補であれば、現在の部門でもエースであ

る。その部門から候補者を引き抜いて異動させ

ることに抵抗が大きいことは想像に難くない。

加えて、異動させたい先のポジションにいる人

の（降格を伴う）異動も同時に行わなければな

らないという事情もあるだろう。

　また、そもそも「日系企業において、欧米の

ようにファストトラックを用意し、経営人材候

補に若いうちから重要なポストを与え修羅場を

くぐらせる、ということが可能なのか」という問

題もある。例えば、コマツでは早期の選抜は困

難であり、「年次」は無視できないという立場を

とっている。

　日本たばこでは、経営人材候補を若いうちか

ら抜擢し、チャレンジングな仕事をさせること

により早期育成を試みているが、日系企業とし

ては特殊なケースと考えたほうがいい。同社は

前身の専売公社時代に、特定の人材を幹部候補

生として採用し、早期に重要なポストに就け、

育成していったという経緯があるからである。

現在の経営陣も実際にそういう経験をし、その

効果を感じている。現場にも幹部候補生を支援

していく風土がある。通常の日系企業では、簡

単に真似はできないだろう。

　それでも、「困難な仕事が人を育てる」ことは

確かなことである。意図的な修羅場経験の創出

は今後の課題のひとつである。

求める経営者像に関して十分な議論をする

　どういう経営者を育成していけばいいのかと

リクルートマネジメントソリューションズ　組織行動研究所所長　古野庸一

「次世代リーダー選抜・育成」
今後の課題

総 括

Part 3
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いうことについて、経営ボードの中で、十分な

議論がされていないのではないか。三品和広教

授の言葉を借りれば、「次世代リーダー育成に関

する戦略不全」である。

　例えば、平時ではなく戦時のリーダーが必要

だと考えているとする。戦時のリーダーは、会

社の本流では育ちにくい。一般的に、会社の本

流では今あるビジネスを正しく回すことが求め

られるため、優秀な管理職は育つが変革型リー

ダーはつぶされる。そのため、変革型リーダー

の候補者は、本流から隔離したところで育成し

ていく必要がある。新しいビジネスの立ち上げ

や赤字事業の立て直し、あるいは関連会社や海

外子会社のマネジメント経験である。

　このように、求める経営者像によって、適切

な育成施策は変わるはずであり、裏を返せば、

経営者像が明確でなければ、適切な育成施策を

考えることは難しい、ということである。

　一方で、求める経営者像を定めることの危険

性もあるだろう。候補者が育ち、実際に経営者

になるのは5年から20年先である。その頃には

会社の方針や戦略も変わり、求められる経営者

も変わっている可能性があるからだ。

　さらに、将来の経営を強いリーダーシップを

持つ一人の経営者に委ねるのではなく、多様な

バックグランドや強みを持った経営ボード全体

によって行っていくという視点もあるだろう。そ

の場合は一人のスーパースターを育成するので

はなく、多様な人材を経営者像として考えるこ

とになる。

　求める経営者像の議論は簡単ではないが、変

わる環境や将来の経営像も視野に入れた上での

議論を行うべきだろう。企業によっては、今必

要なのは平時のリーダーだが、10年後の状況は

見通せないので、リスク分散の一環としても、

戦時のリーダーを育成していく、というような

視点もありうる。

会社経営者を育てる

　会社経営者は事業経営者の延長線上にある存

在ではない。一般に、事業経営者は、短期業績を

求められることが多い。一方で、会社経営者は、

短期業績もさることながら、長期的な基盤をつ

くることが求められる。新たな事業の開発と同

時に、撤退する事業を決めなければならない。

事業を行うドメインの設定も必要になる。

　短期業績のプレッシャーの中、なぜこの投資

を行うのか。なぜ赤字なのにこのビジネスを継

続させていくのか。そういう意思決定を行うた

めのよりどころ、意思決定の軸が会社経営者に

は必要となる。

　意思決定の軸は、それまでの仕事経験から組

み立てられていく。経験を振り返り、内省し、

教訓を導き出し、持論を作り上げていくことが

そのアプローチである。しかし、中原淳准教授

が指摘するように、それだけでは危険である。

独りよがりの持論は、過去の成功体験と同様、

環境変化に適応できない可能性が高い。

　「愚者は経験から学び、賢者は歴史から学ぶ」と

いうが、自らの経験に加え、他人の経験をあわせ

て学ぶことが必要だ。そのことにより、社会にお

ける自社の存在意義を考えるきっかけが得られ、

短期業績のプレッシャーに屈しない判断のよりど

ころをつかむことができる。自社の存在意義に関

して深く考えることが意思決定の質を高め、とも

に働く人やお客様への共感につながっていく。

■

　まとめると、次の10年の経営者育成の課題は、

修羅場経験の創出、経営者像の明確化に向けた

議論、内省の場やツールの充実、そして自社の

存在意義を深く考えるプログラムや仕組みの開

発である。

特集｜次世代リーダー選抜・育成の現実と今後
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自然界で観察されるふたつのタイプ

――  自然界におけるリーダーシップはどのよ

うな現象であり、リーダーとはどのような存在

でしょうか。

長谷川　リーダーシップは、集団の中で個体

間の相互作用があることが前提になります。自

然界にはふたつあって、ひとつは完全に遺伝

ベースで運営されているような社会、社会性

昆虫の社会です。女王がフェロモンを出して、

他の個体をコントロールする。だが、これは人

間的な意味でのリーダーシップとは違います。

もうひとつは遺伝ベースではない相互作用が

観察される社会です。リーダー的なものが存

在するのは哺乳類ですが、なかでも霊長類は

集団を作り、群れの中に順位性があり、複雑

な相互作用があり、集団全体の意思決定に非

常に強い影響力を及ぼす個体が存在します。

たとえばゴリラにはシルバーバックという強い

オスがいて、よそ者がくると威嚇するなど、非

常に明確な形で集団の責任者であることが見

て取れます。

サルもまた政治をする

長谷川　生物界でヒトにいちばん近い動物は

チンパンジーです。霊長類のヒトとチンパン

ジーだけが、オス同士で派閥というか集団を作

り、その集団を守るということをします。集団

が敵対し、殺しあうところまで似ていて、チン

パンジーの同種の殺し合いの頻度は、人間の狩

猟採集時代の違う集団同士の戦争の頻度とそ

う変わりがないと言われています。仲間うちで

結束し、毛繕いしたり、食べものを分け合うな

ど強い絆で結ばれているのですが、人間社会の

原形がそこにあって、仲間内でオス同士、駆け

引きや足の引っ張りあい、ライバルの蹴落とし

までしている。そう、きわめて政治的、サルも

政治をするのです。人類社会の歴史でみると政

治をするのはたいていオス、男性でした。近代

になって女性が政治に参加するようになります

が、オスが政治をするルーツはチンパンジーと

の共通先祖の社会まで遡るわけで、根深いもの

があります。

ヒトにあってサルにないもの

――  チンパンジーのリーダーとヒトのリー

ダーの違いはどこにありますか。

長谷川　ヒトにあってチンパンジーのリー

ダー（「αオス」と言う）にないもののひとつが

教育、理念をもって影響力を及ぼそうとする

展

望

ヒトのリーダーの大事な役割は、
メンバーがどのような役割に長けているかを
見抜くことです。

自然界におけるリーダーとリーダーシップ

長谷川寿一 氏

東京大学大学院総合文化研究科
広域科学専攻　生命環境科学系　認知行動科学大講座　教授

自然界においてヒトのリーダーシップはどのような同質性と特異性があるのだろうか。
動物の社会行動を専門に研究されている長谷川寿一先生に伺った。
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行為です。積極的に影響を与えようとしても、

相手が何を考えているかわからないと介入でき

ないわけで、そこがチンパンジーは非常に苦手。

αオスのすることを下の世代が見て、それを身

につけるということはある。ただこれは、いわ

ゆる「親の背中を見て子は育つ」というもので、

積極的に働きかけて学習を促すというものでは

ありません。

――  たしかに私たちは会社の理念を伝えた

り、経営戦略を語ったりしますが、必ずしも成

功していると言えません。

長谷川　なるほど（笑）。時にはチンパンジー

のように、年長者の背中を見ながら覚えていく

ほうがベターかもしれないわけですね。

――  近代になって女性が社会に進出し、管理

職にも就くようになりましたが、なかなか数が

増えないのはなぜでしょう。

長谷川　食べものである果実が森の中にあり、

個人主義的に行動するチンパンジーのメスと比

べて、狩猟採集生活で生活をともにするヒトの

女性は互いに助け合い、支えあいます。誰かが

たくさん木の実を採集してきたら、分け合うの

が基本ですし、子育ても皆で協力しあう。ただ、

長い間、等しくつつましい生活だったので、女

性は自分だけ突出して支配する素地というか、

進化的基盤があまりない。それに比べて男性は

集団の中に階層社会を作り、自己主張したり、

ひけらかしあったりしてきた。集団間でもよく

争う。進化的基盤だけが理由ではないと思いま

すが、目立ちたがることにかけては、男性のほ

うが、年季が入っているのです。

ヒトにとって心地よい組織とは

――  今の会社組織はピラミッドが基本です

が、本来、ヒトにとって心地よい組織とはどの

ような組織でしょうか。

長谷川　お互いにやっていることを尊重しあ

い、なおかつ補いあいながら生きていける組織、

誰が何をやっているのかよくわかっている、コ

ミュニティライクな組織です。我々は何十万年

もの間、狩猟採集生活をしてきました。その社

会はピラミッド型ではなかった。ピラミッド型

は農耕と牧畜が始まってからのことであり、こ

こ1万年のことです。組織のサイズも大事です。

イギリスの進化人類学者、ロビン・ダンバーは、

人間にとって自然な社会は150人ぐらいの規

模の社会だと言っています。その規模なら、誰

が何をやっているのかがわかる。人間には得意

不得意があります。ヒトのリーダーの大事な役

割は、メンバーがどのような役割に長けている

かを見抜くことです。見抜いて互いに補い合う、

それを許容しながら、多様性を生かして共同体

的な社会を作っていく。それが動物界全体を見

渡したときの人間社会の特質であり、良さでは

ないでしょうか。

――  ありがとうございました。
聞き手/入江崇介（組織行動研究所主任研究員）

はせがわ・としかず氏プロフィール

1976年東京大学文学部心理学専修課程卒業。78年
同大学大学院人文科学研究科心理学専攻修士課程修
了。国際協力事業団派遣専門家、タンザニア連合共和
国天然資源省野生動物調査官、東京大学教養学部助
教授等を経て、現職。文学博士。［役職］21世紀COE
プログラム「心とことば—進化認知科学的展開」拠点リー
ダー、日本学術会議会員、東京大学出版会理事長ほか。
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はじめに

　バブル崩壊から現在に至る15年の間に管

理職を取り巻く環境は大きく変化している。

組織のフラット化や成果主義、降格制度な

どさまざまな人事施策が導入されるととも

に、採用抑制の影響で後輩を指導する機会

が減少し、育成経験を積まないまま管理職

になる者も増えた。加えてコンプライアンス

対応やメンタルヘルス対策など、業績管理以

外の多様な責務も求められるようになってき

ている。

　こうした中、管理職を志望しない人が増え

ている、管理職候補者層が小粒化している、

という声が多く聞かれるようになった。小社

が2009年に実施した昇進・昇格実態調査

においても、「管理職に魅力を感じない者の

増加」や、「現管理職の後に続く人材の枯渇」

が課題として上位に挙げられている。

　今回の研究では、激変する環境下の管理

職候補者層の実態を捉えるために、
●管理職への志望度は低下しているのか？

●管理職候補者層の性格や指向に変化は生じて

いるのか？

の2点について、実証的に分析を行った。

結果

■指向の変化

　図表1は指向の変化に関する分析結果であ

る。1994〜1998年の間では大きな変化は

見られなかったものの、2002〜2003年頃

から「実務推進指向」（一定の分野で着実に

【分析方法】
データ
　1994～2008年に実施された管理者適性検
査NMATのデータを使用した。検査は性格特
徴8尺度、知的能力3尺度、役職タイプ別指向
4尺度で構成されており、本研究では性格特
徴と役職タイプ別指向を用いた。
　性格特徴は両極に配置した2つの特性のど
ちらの傾向がどれだけ強いかという両側尺度
により測定を行っている。役職タイプ別指向
はどのような立場で企業組織に参加し貢献し
たいと考えているかを測定したもので、職業
観と関連した本人の意思に近い領域である。

分析デザイン
　管理職候補者層と想定される30～44歳の受
検者データ各年約2万件を用いて、各尺度の
素点平均の推移を確認した。変化の度合いを
把握するために基準年を設け、各年の平均と
基準年の平均の差を基準年の標準偏差で割っ
た値を用いて比較している。基準年について
は、1999年に一部検査項目の入れ替えを行っ
たことから、1994～1998年については1994
年を基準年とし、1999～2008年については
1999年を基準年とした。

研究報告1

進む管理職候補者層の保守安定化
管理者適性検査NMATに見る
過去15年間の指向と性格の経年変化

リクルートマネジメントソリューションズ

組織行動研究所研究員 　松本洋平
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実務を推進する職務への指向）が上昇し、「企

画開発指向」（専門的視点から企画や商品開

発・研究を行う職務への指向）や「創造革

新指向」（新たなコンセプトを打ち出し、戦

略的に事業を推進する職務への指向）が低

下している傾向が見られる。一方、「組織管

理指向」（組織やグループを統括・運営する

職務への指向）については、15年間を通じ

て大きな変化は見られなかった。

■性格の変化

　図表2は性格の変化に関する分析結果であ

る。性格についても、1994〜1998年の間

では大きな変化は見られなかった。しかし

2002年頃を境にして、「承認－自律」につ

いては自己の納得を重視する「自律」よりも

周囲の考えを重視し歩調を合わせる「承認」

寄りに、「維持－変革」については改革的・

挑戦的で独創性を重視する「変革」よりも

堅実・着実で従来の方法を応用する「維持」

寄りに、「調整－統率」については支配的・

指示的で自分の意見を主張する「統率」より

も協調的で他人の意見を尊重する「調整」

寄りになる傾向が見られた。

考察

■管理職への志望度は下がっているのか

　分析の結果、組織管理指向については大き

な変化が見られず、少なくとも本研究の対象

層において管理職的な役割を担うことへの志

望度は低下していないことがわかった。その

理由としては次のような仮説が考えられる。

　一点目は管理職昇進による金銭面での優

【図表1】1994～1998年、及び1999～2008年の
　　　　役職タイプ別指向の変化

【図表2】1994～1998年、及び1999～2008年の
　　　　性格特徴の変化（※）
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遇が、組織管理指向を下支えしているという

仮説である。リクルートが2006年に行った

管理職志向についての調査によると、管理職

を志向する男性の約64％が、管理職になり

たい理由として「多くの報酬がもらえること」

をあげている一方で、厚生労働省が行った調

査では、1995年以降全体的に給与水準が

低下し、特に40代後半以降の給与の伸びが

抑えられる状況にあることが報告されてい

る。また、2005年に発表された大井の管理

職統計についての研究では、一般社員と管

理職の賃金格差は縮小傾向にあるとはいえ依

然として1.6倍程度の差があることが示されて

おり、金銭面のインセンティブは無視できない

と考えられる。

　二点目は、一般に業績圧力や多様な業務で

疲弊していると思われがちである管理職が、

実際には意欲的に働いているため、管理職候

補者に組織管理の仕事が魅力的に映るという

仮説である。図表3は小社が提供している従

業員満足度調査「ESサーベイ2」のデータで

ある。管理職は一般社員と比較して満足度が

高く、負担感が低いことが示されている。

　また、野田は著書『中堅崩壊』の中で、管

理職は責務が多岐にわたり負荷が高い一方

で、同世代でプレイヤーとして働いている人

よりも意欲的で満足感が高い、というミドル

社員層を対象にした調査結果を示している。

　三点目は、NMATの受検者が管理職候補

者として、人事や上司から事前に動機づけら

れている可能性である。

■管理職候補者の安定志向化は進んでいるのか

　今回の分析では、「実務推進指向」に上昇

傾向、「創造革新指向」と「企画開発指向」

には下降傾向が見られた。各尺度を構成す

る項目に注目すると、「すでに熟知している

仕事をこれからも続けていきたい」という傾

向が見られる一方、「企画力が問われる仕事」

や「新規事業に関わりたい」ということに対

する指向は低下していることがわかった。

　他方、性格については、「調整－統率」が「調

整」寄りに、「維持－変革」が「維持」寄りに、

「承認－自律」が「承認」寄りになる傾向が

確認された。この結果からは、周囲の意見や

賛同を重視しながら着実な方法で安定成長

を求める傾向が強くなっているということが

できる。これは、多少のリスクを負っても自

分の目指すことの実現に向けて周囲を力強く

統率していくような、挑戦的で革新的なリー

ダー像とは対極にあるものである。

　こうした指向や性格の変化は、人事担当

者などから見て安定志向化ととらえられる要

因のひとつではないかと考えられる。

　このような管理職候補者層の性格や指向の

変化に影響を与えている環境要因としては、

以下の三点が考えられる。
①組織のフラット化と専門性推奨の影響

【図表3】ESサーベイ2の満足度・負担感の指標
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　1990年代に多くの企業において組織のフ

ラット化とスペシャリストの育成が意識され

るようになった。これらの施策は長期間同じ

領域の仕事を続けるプレイヤーの増加をもた

らし、管理職候補者層についても経験と実

績に頼る保守的な傾向を助長したのではない

かと考えられる。
②求められる管理職像の変化

　2007年に小社で実施した「新入社員意

識調査」によると、「理想の上司はどんな上司

ですか？」という問いに対して、「人間関係

を大事にする」がもっとも多く、年々この傾

向は上昇している。管理職候補者層において

も、統率的で厳しいリーダー像よりも、メン

バーの意向を汲みながら組織運営をするリー

ダー像が求められるようになったことが反映

されている可能性が考えられる。
③余裕がない経営環境

　近年の競争の激しい事業環境は、失敗を最

小限に抑えようとリスクの少ない行動を企業

経営に強いる傾向を強めており、成果主義の

浸透がこの状況を助長している面があると考

えられる。労務行政研究所の調査によると、

成果主義人事制度は2005年で72％の企業

が導入、うち約７割が2000〜2004年に導入

している。本研究で見られた変化の開始も同

時期にあたり、こうした制度が仕事への取り

組み姿勢に与える影響は大きいと考えられる。

　今回考察したどの仮説も現時点では決定

的な根拠はないため、今後更なる検証を行っ

ていくことが求められる。

おわりに

　本研究で確認した変化を標準得点に直すと

最大で2〜3点程度の変動であり、昇進昇格

選考の運用への影響を考慮しなければならな

いほど大きなものではないが、管理職候補者

層において管理職に対する指向や性格が保守

安定化している傾向が確認できた。この傾向

は、管理職育成における重要な課題のひとつ

を示唆するものといえる。

　管理職には不確実性の高い事案について

決断することが求められる。しかし、リスクを

負って挑戦した経験のない人が管理職となっ

ても、突然こうした難しい決断を下せるよう

にはならない。創造的で企画推進力のある管

理職を育成するためには、キャリアの早期よ

り小さくてもリスクを負ってチャレンジする

機会を与え、チャレンジの喜び、失敗の苦しみ

とそこから学び生かすことの大切さを実感す

る体験を積み重ねていく必要があるだろう。

本稿は経営行動科学学会第12回年次大会（2009
年11月）にて発表した論文「管理職候補者層に
おける過去15年の指向および性格の変化」（松本
洋平・佐野洋子・岩岡若菜・内藤淳）に加筆・
修正を行ったものである。

【引用文献】
・大井方子, 2005, 数字で見る管理職像の変
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はじめに

　組織が新しく人を採用する際に、その人が

「自組織に合った人か」を気にすることは決

して珍しいことではない。たとえ能力は採用

の条件を満たしていたとしても、「ウチの組

織に向いていないのではないか」との懸念を

抱いたり、それを理由に採用を見送ったりす

る経験をされたことが、採用を担当された方

には少なからずあるのではないだろうか。

　このような組織と人との適合のことを組織

適合（Person-Organization Fit）と呼ぶ。

就職というより就社の色合いが強く、長期に

わたる雇用を前提とする日本企業にとって、

組織適合は重要である。特に新卒採用では

職種を特定せずに採用を行うことが多いた

め、組織適合評価は採否の意思決定に大き

な影響を及ぼすことが予想される。

　採用時の組織適合評価には採用面接が最

も適していると言われている（Chatman, 1989）。

しかし残念なことに、採用面接における組織

適合評価の研究は、採用面接研究の進んでい

る米国においても十分とは言えない（Judge, 

et al, 2000）。そこで本研究では、①日本企

業が新卒採用の面接の際に組織適合として

何を評価しているか、②それは面接者との相

性ではなく、確かに組織との適合を評価して

いるといえるか、の2つの疑問について検討

を行った。

本研究の仮説

　まず、本研究で扱う「組織適合」「面接者に

よる応募者の適合評価」「面接者と応募者の類

似度」の3つの概念について、先行研究で分

かっていることを簡単にまとめた上で、本研

究での具体的な仮説の提示を行う。

■組織適合とは

　組織適合の定義については研究者間でも

意見の統一を見ていないが、本研究では最も

使用されることが多い「組織と人が類似した

特徴を共有する程度」との定義を用いる。

　何が類似していると判断されるかに関して

も、価値観、性格特性、性別や年齢などの属

性などがこれまで扱われている。中でも価値

観に関する適合は研究数が最も多く、従業

員満足度など従業員の組織に対する態度に

与えるプラスの影響が強いことが分かってい

る（Kristof-Brown et al, 2005）。そこで、

本研究でも「価値観」を共有する程度を扱

うこととする。

研究報告2

リクルートマネジメントソリューションズ

組織行動研究所主任研究員　今城志保

面接者間の評価の違いに着目した検討
新規学卒者の採用面接において行われる
組織との適合評価とは何か？
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■面接者による応募者の組織適合評価

　数は限られているが、先行研究を概観する

と、以下のことが言える。組織適合の評価は、

応募者が仕事に適した能力を持っているかと

いう評価とは別に、採否の判断に独自の影

響を及ぼす（Kristof-Brown et al,2000）。

面接者による組織適合の評価は、応募者が

自分に類似していると感じたり、その結果面

接者が応募者に好意を感じたりする程度に影

響される（Garcia et al, 2008; Chen et al, 

2008）。つまり、面接者は組織適合を評価

しようとしており、それは採否の判断にも影

響を及ぼすのであるが、その評価は組織との

適合ではなく面接者と応募者の相性のよさを

反映したものではないかとの懸念がある

（Parsons et al,1999）。

　もうひとつの懸念点は、たとえ同じ組織に

属していたとしても、面接者がどのように自

組織を見るかには違いがあるかもしれないこ

とである。例えば今城（2007）では、面接

者の価値観によって、自組織の風土認知が

影響を受けることが示されている。同一組織

内の面接者間で組織風土の見方が異なると

すれば、同じ組織への適合でも面接者間で評

価が異なる可能性がある。

■面接者と応募者の類似度の影響

　一般に面接評価では、性別などの属性や、

態度、性格などの個人特性について、面接者

と応募者が類似しているほど評価が高まる傾

向が示されている。日本のデータで行われた

研究でも、性格特性が自分と近い応募者を面

接者が高く評価する傾向が確認されている

（今城, 2005）。面接以外の一般的な対人場

面でも、人は自分と似た人に魅力を感じたり、

好感を持ったりする傾向が確認されており

（Byrne, 1971）、面接者にも同様の傾向が

あるということだろう。

　ただしこのような傾向は、知り合って初期

の頃に強く現れるものであり、徐々に影響が

薄れることも分かっている。従って、自分と

似た応募者を高く評価する傾向は、面接初

期の印象にとらわれやすい面接者ほど顕著で

あると言える。また、自分と類似した人物を高

く評価する傾向は、人は変わりにくいもので

あるとする信念（固定的人間観；person 

theory）を持つ人ほど強いことが先行研究で

示されている（Dweck et al, 1995; Poon & 

Koehler, 2008）

■本研究の3つの仮説

　以上の問題意識を踏まえて、ここでは3つ

の仮説を検討する。
（Ⅰ）同じ組織に属する面接者では、応募者のど

のような価値観が組織適合評価に影響する

かが共通している。

（Ⅱ）面接者がどのように自組織をみているかの

違いが、組織適合評価に影響を及ぼす。

（Ⅲ）面接者と応募者の価値観が近いほど、組織

適合の評価が高くなる。またこのような傾

向は、人の特徴は変わりにくいものである

と考える面接者ほど顕著である。

データと分析方法

　あるサービス会社Ａ社で2007年に行われ

た採用面接時に実施した面接の評価結果、応

募者の価値観アンケートの結果（n=514, 男

性67％、女性33％）と、面接実施の約3カ

月後に面接者を対象に実施したアンケート結

果（n=39, 男性90％、女性10％）を用いる。

　従属変数として、面接者が応募者の組織
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適合の程度について5段

階で評価したもの（1まっ

たく合っていない～5と

ても合っている）を用い

る。

　独立変数として、応募

者の価値観（Schwartz

の10の価値観, 1992）、

面接者の価値観（同上）、

両者の価値観の乖離度、面接者の自組織風

土の認知（「自由な風土」「プロフェッショナ

ル」「人間関係重視」）、面接者の固定的な人

物観の程度を用いた。

　分析には多水準モデル（Multilevel Model）

を用いる。多水準モデルとは、ある個人が課

に属し、その課はある部門に属するなどのよ

うにデータが階層化されている場合に用いる

分析モデルである。ここではレベル１を応募

者のレベルとし、レベル２を面接者のレベル

とする２水準の分析を行った（図表1参照）。

解析においては、HLM6（Raudenbush, 

Bryk,Cheong,&Congdon, 2004）を用いた。

結果と考察

　Schwartzの10の価値観のうち、5つの価

値項目（「チャレンジ」「伝統」「他者幸福」「よ

りよい社会の実現」「安心」）を用いた。結果

的に効果が有意とならなかった「チャレンジ」

を除く4項目で最終のモデルを作り、多水準

モデルによる推定を行った（図表2）。

■仮説（Ⅰ）

　応募者の特定の価値観が、面接者の違い

に関わらず、適合評価に影響を及ぼすかを確

認した。4つの価値観の係数はすべて有意で、

応募者の持つこれらの価値観は、面接者に

共通して、組織適合評価に影響を与えていた。

　この組織では、「伝統」「他者幸福」「よりよ

い社会の実現」に価値を置く応募者の組織適

合評価は低く、「安心」の価値観を持つ応募

者の評価は高くなる傾向があった。分析後に

この組織の面接者と話をしたところ、事業内

容から社会奉仕的な価値観の強い学生の応募

が多いが、現実のビジネス場面の要請と折り

合いをつけることが難しいため、「他者幸福」

と「よりよい社会の実現」の評価が低くなっ

た可能性を指摘された。

■仮説（Ⅱ）

　面接者が自組織の風土をどのように捉えて

いるかが組織適合の評価に及ぼす影響につい

て、検証を行った。面接者の認知する組織

風土の影響は、一部の価値観で有意となった。

つまり、面接者の組織風土認知の違いによっ

て、どのような価値観を持った応募者の評価

が高くなるかが異なっていた。例えば、「他

者幸福」に高い価値を置く応募者の組織適

合評価は一般的に低いが、自社が「人間関

係重視」の組織であるとの認識が強い面接

者では、このような傾向は弱まっていた。

　組織で重視する価値観やそれを重視する理

由などについて面接者に明示したり、面接者

【図表1】分析の階層イメージ
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間で意見のすり合わせを行ったりすること

は、組織適合評価の際の評価視点を合わせ

る効果が期待できることが示唆された。

■仮説（Ⅲ）

　面接者と応募者の価値観が類似している程

度が組織適合評価におよぼす影響を検討し

た。結果は有意ではなく、仮説は支持されな

かった。一方で、「面接者の固定的な人間観」

の影響が有意となり、固定的な人物観をもっ

た面接者ほど自分と近い価値観を持つ応募者

を高く評価する傾向があった。

　なぜ自分と似た価値観を持った応募者の評

価が一般的に高まらなかったかについては今

後の研究が必要だが、いくつか理由が考えら

れる。類似度は面接者が応募者に対して抱

く好意に影響をあたえて、その結果、評価に影

響すると考えられるが、面接者が応募者に対

する好意を適合評価に反映させなかったこと

を報告する研究もあり（Garcia et al, 2008）、

面接者は感情的な評価ではなく、より合理

的な評価を行うように動機づけられていたの

かもしれない。また今回、全ての価値観を用

いて差の算出を行ったが、面接者自身が重

視する価値観のみ

について差を算出

した場合には、差

の影響が強まる可

能性も考えられ

る。

　今回の分析で

は、自分と価値観

の似た応募者を高

く評価する傾向は

固定的な人間観を

持った面接者にの

み見られた。このような人間観の強い面接者

を起用する場合には、その面接者自身の持つ

価値観と組織が求める価値観に相違がないか

を確認しておくことも有効だろう。

結語

　本研究では、同じ組織に属する面接者は、

共通の評価軸を持って応募者の組織適合を

評価していたことが確認された。一方で、面

接者間で組織適合評価には違いがあり、面

接者の組織風土の捉え方の違いや人間観の

違いがその一因であることが示された。

　組織適合は、満足度など入社後の態度を

妥当に予測することから、少子化や高齢化の

影響を受け、今後逼迫すると予想される優

秀な人材のリテンションなどを考える際にも

重要であり、この分野に関するより多くの研

究が今後も望まれる。

本稿は経営行動科学学会第12回年次大会（2009
年11月）にて大会優秀賞を受賞した論文「新規
学卒採用面接における組織適合評価の実証的研
究：面接者間の評価の違いに着目した検討」（今
城志保）に加筆・修正を行ったものである。

【図表2】多水準モデルを用いた分析結果

研究報告2
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はじめに

　近年、コンピュータ技術の発達により、紙

筆版テスト（Paper & Pencil test；以降

P&Pと記す）のCBT（Computer Based 

Test）化が急速に進んでいる。小社でも

2004年からテストセンターにて本格的に

CBTの提供を開始し、主に新卒採用選考に

おいて多くの企業にご利用いただいている。

2006年度には小社のCBT受検者数はP&P

受検者数を上回り、新卒採用選考においては

CBTがスタンダードとなったといっても良

いだろう。

　このようにCBTの受検機会は広がりつつ

あるが、小社のCBTにはP&Pと異なる特徴

がいくつかある。例えば、「適応型テストで

あるため、1問1問受検者のレベルに合った

問題が出題される」、「受検者により出題され

る項目数が異なる」、「1問ごとに制限時間が

設定されている」といったことである。つま

り、P&P受検時には可能であった「全体の

問題を見渡してから解きやすい問題から回答

する」、「先に回答した問題に戻って見直した

り解き直したりする」という回答方法は通用

しない。そのため、初めて受検した場合は、

このようなCBTの特徴に馴染みがないため、

本来の実力を発揮できずに終わってしまうこ

ともあるのではないだろうか。

　例えば、P&Pでは速く回答すれば、すべ

ての項目に回答したあとで見直しや解き直し

もできるため、高得点につながる可能性が高

まる一方、CBTではそのような回答方法が

通用しない。そのため、回答速度が速くても、

P&Pを受検したときほど得点が高くならな

い可能性がある（Ⅰ）。

　また、初めてCBTを受検する際に勝手が

わからないため、テストの前半部分で時間が

かかってしまうこともあるだろう。その場合、

残り時間※が少ないことに気づいて焦ってし

まい、後半になるほどペースを上げて回答す

ることが想像できる。このような受検者は、

実力通りの結果を得ることは難しいのではな

いだろうか（Ⅱ）。

　ただ、2度目にCBTを受検する際には、前

回の経験から回答の進め方を修正し、最初

から速いスピードで解き、後半はゆっくりと

※小社のCBTでは、画面の右上

に「回答の進捗状況」と「時間」の

経過を表示している。受検者は

これを見て、自分の回答ペース

が速いか遅いかを確認している。

研究報告3

適応型テストの回答速度と得点の関係
テストセンターの
受検者データを用いた研究

リクルートマネジメントソリューションズ

インフローソリューション事業部　新井一寿
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落ち着いて解くという方略を取るかもしれな

い（Ⅲ）。

　そこで本稿では、以上の疑問に対応して下

記の3点を探索的に分析することとする。
（Ⅰ） CBTの回答速度と

　　 得点（CBTとP&P）の関係

（Ⅱ） CBTの回答速度変化と

　　 得点（CBTとP&P）の関係

（Ⅲ） CBT複数回受検における

　　 回答速度変化と得点の関係

分析の概要

■分析対象

　2008年1～4月に、新卒採用選考として

小社の基礎能力検査GAT（CBTを2回、P&P

を1回）を受検した3万2892名のデータを使

用した。そのうち、非言語検査の得点と

CBTの各問題への「回答速度」を分析対象

とした。「回答速度」は、各問題の平均的な

回答所要時間に基づいて算出した各回答者

の回答速度である。
■分析方法と結果

（Ⅰ） CBTの回答速度と

　　 得点（CBTとP&P）の関係

　各受検者のCBTの回答速度データを元に、

回答速度が「速い」グループ、「遅い」グルー

プに分類し、グループごとにCBT、P&Pの

平均得点を算出した（図表1）。

　回答速度が速い人は、遅い人に比べて

CBTもP&Pも得点が高いことが示された。

また、遅い人は、CBT、P&P両方のテスト

で同程度の得点を獲得しているが、速い人は

CBTの得点のほうが低いことがわかった。

　このことから、回答速度が速い人は、遅い

人より基礎能力は高いが、CBT受検時には

P&Pのときほど実力を発揮できていない可

能性がうかがえた。

【図表1】　CBTの回答速度と得点の関係

（Ⅱ） CBTの回答速度変化と

　　 得点（CBTとP&P）の関係

　（Ⅰ）の各グループの受検者を、速度変化

の仕方によって分類した。つまり、回答が進

むにつれて回答速度が「だんだん速くなる」

グループ（↑）、「あまり変わらない」グルー

プ（→）、「だんだん遅くなる」グループ（↓）

の3群に分類し、グループごとに、CBT、

P&Pの平均得点を算出した（図表2）。

【図表2】　CBTの回答速度および速度変化と得点との関係
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　図中の「速↓」は、全体として回答速度

は速いが、テストが進むにつれてだんだん速

度が遅くなる人、「遅→」は、全体の回答速

度は遅く、テストを通してほぼ一定のペース

で回答している人を示す。

　その結果、「速い」グループ、「遅い」グル

ープともに、回答速度が「だんだん速くなる

（↑）」人は、CBTの得点はP&Pより低い傾

向があった。

　この結果から、「だんだん速くなる」人は、

後半になるにつれて焦ってしまい、結果とし

て本来の実力を発揮できなかったのではない

かと推察される。

（Ⅲ） CBT複数回受検における

　　 回答速度変化と得点の関係

　さらに、回答速度が「だんだん速くなる

（↑）」受検者が、CBT受検2回目の時にはど

のように回答したかを追跡した（図表3）。

【図表3】CBT受検1回目と2回目の回答速度変化（単位：人）

　その結果、受検1回目に回答速度が「だん

だん速くなる（↑）」人のうち、約70%の人（図

中赤○）は受検2回目には「変化なし（→）」

または「遅くなる（↓）」グループになって

いた。

　このことから、初めて受検したときには後

半に焦って回答した人も、2回目の受検時に

は後半になっても焦らずに落ち着いて回答で

きたのではないかということがうかがえる。

また、こうした速度変化の仕方が得点にどう

影響したか調べるため、各グループの1回目

の得点と2回目の得点の差を確認した（図表

4）。

　「受検1回目にだんだん速くなる（①↑）」

人のうち、「2回目にだんだん遅くなる（②↓）」

人と「2回目に変化なし（②→）」の人の得

点上昇は、それぞれ約4.1、約3.2であった。

全体の得点上昇の平均は約2.5※であること

を考えると、上記のグループは相対的に得点

上昇が大きいことがわかった。

　これらの結果から、 初めて受検したときに

は、焦って回答スピードをあげて失敗してし

まっても、多くの人が2回目には落ち着いて

余裕をもって取り組み、本来の実力どおりの

※同じ形式のテストを2回受検したとき、形式への慣

れから得点が上昇することを「練習効果」と言う。

小社のテストでも平均的に2点程度あがることが確認

されている。

【図表4】CBT受検1回目と2回目の得点比較
　　　　（2回目の得点－1回目の得点）
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力を発揮したのではないかということが推測

できる。

　逆に、「1回目にだんだん遅くなる（①↓）」

人のうち、「2回目にだんだん速くなる（②

↑）」人の得点上昇は0.8であり、ほとんど

練習効果が表れていないことが確認された。

2回目であっても焦ってしまって実力を発揮

しきれなかった可能性が考えられる。

まとめ

　以上、本稿では、CBTの回答速度データ

を使い、CBTおよびP&Pの能力得点との関

係を分析することを試みた。これらの分析結

果から、
●CBTを初めて受検する人の中には、勝手がわ

からずに焦ってしまい、本来の実力を発揮で

きていない人が少なからずいるだろうという

こと

●そうした人も一度受検を経験してCBTに慣れ

れば、二度目には本来どおりの実力を発揮で

きる可能性は高いということ

●二度目の受検であっても、焦って回答すると

失敗している可能性があること

が明らかとなった。

　もしCBTに慣れていなかったり、たまた

ま焦ってしまったために測定結果が変わって

しまうとしたら、受検者にとっては不本意で

あり、テストの測定精度を下げてしまう誤差

要因にもなりかねない。

　そこで、受検者が、本番の前にテストセン

ターのことをあらかじめよく知り、本番で

焦ったり失敗したりしないようなしくみや機

会を提供することが、CBTの品質を向上さ

せるのに必要なのではないかという結論に

至った。

■研究結果からサービスへの応用

　この研究結果を一つのきっかけとして、「学

生のための就職支援サイト リクナビ2011

（http://job.rikunabi.com/2011/）」に、

テストセンターでの受検をバーチャル体験で

きるサービスを搭載することとなった。本番

前に、あらかじめテストセンターのことを

知ったり、「体験」受検したりすることがで

きるサービスである。受検した後は、回答結

果や回答速度データを用い、受検者の回答

のクセや本番で実力を発揮するためのポイン

トをフィードバックしている。学生の不安を

少しでも減らし、落ち着いて本番に臨めるよ

う支援することがねらいである。

　このサービスを利用した学生からは、「テ

ストセンターを体験することができ、本番の

イメージができた」、「本番さながらの緊張感

に包まれてできたのでとても良い体験になっ

た」、「アドバイスや回答タイプなど自分では

気づかないところに気づけた」といったコメ

ントが寄せられており、学生がこのサイトを

有効に活用している様子がうかがえた。

最後に

　小社では、CBTの品質の維持・向上に向け

て、さらにさまざまな角度から研究を進めて

いく予定である。最新の研究成果について

は、またこの場でご報告をさせていただきた

い。

本稿は日本テスト学会第7回大会（2009年9月）
にて大会発表賞を受賞した論文「適応型テスト
の回答速度と得点の関係」（新井一寿・舛田博之・
櫻井麻野）に加筆・修正を行ったものである。

研究報告3
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多様化する昇進・昇格制度
　企業を取り巻くさまざまな環境変化の中で、人事

制度の要となる昇進・昇格制度やその運用も多様化

しています。小社が行った「昇進・昇格実態調査

2009」では、昇進・昇格の今後の課題として「新た

な昇進・昇格基準の設定と適切な選考」「経営幹部

昇進・昇格、早期選抜における
アセスメント活用のポイント
　アセスメントを活用する際には、

図表２のように「測りたいもの」に

応じて適切な手法で評価・測定を

行うこと、目的に応じて複数の手

法を相互補完的に活用することが

重要です。

候補者の早期発見・育成」などに注目が集まってい

ることがわかりました。

客観的・多面的な人材評価が必要
　管理職層への登用はもちろん、次世代の経営を

担う人材の早期発見・育成となると、選考の重要性・

難易度はいっそう高くなります。事業推進の原動力

となる人材を見極め、適切なポス

トに配置するために、今後「多面

（360度）観察評価」や「アセスメ

ント研修」を導入することを検討

している企業が一定数みられま

した。より客観的・多面的な評価

基準を導入することで、日ごろは

見えにくい候補者の適性や将来

性などを把握し、配置や育成に役

立てていこうとしているようです。

リクルートマネジメントソリューションズのアセスメントサービス

科学的に実証された品質
　業績や日常行動からは判断しにくい「適性」を把

握するには、精度の高いアセスメントツールが必要で

す。管理者適性検査ＮＭＡＴ、中堅社員適性検査Ｊ

ＭＡＴは、ともにその品質（信頼性、妥当性、標準性）

が科学的に実証されており、受検者の将来性や活躍

度に対する高い予測力が認められています。

　実施実務は簡便で、スピーディに結果を得ること

ができます

管理者適性検査 ＮＭＡＴ／中堅社員適性検査 ＪＭＡＴ

【図表1】昇進・昇格時に現在実施している／今後の実施を検討している施策
　　　　　（抜粋／「昇進・昇格実態調査 2009」より）

【図表2】能力構造モデルと小社のおもなアセスメントサービス

【図表3】適性検査の品質

ソリューションガイド

客観的・多面的な評価を実現するために



39Vol.21 2010. 04

多面観察による客観性・納得性の高い行動評価
　360度評価システムＭＯＡは、日常の職務行動を、

上司だけでなく同僚や部下を含めた複数名の観察者

が評価することで、人材を多面的・複眼的に把握す

ることができます。 

　ＭＯＡは、多様な立場の観察者による行動評価

を集めることで評価の客観性・納得性を高め、人事

評価の補完データとして活用することができます。ま

た結果は標準得点で表示されるため、自己評価と他

者評価の一致度やギャップに基づいて「気づき」を

促し、効果的な能力開発につなげることが可能です。

360度評価システム　ＭＯＡ

「変化の時代」に求められるリーダー像
　「レビュー＆チャレンジ（Ｒ＆Ｃ）」シリーズは、変化

の時代に求められるリーダー像に照らした評価と学

習ができる構造をもつアセスメント研修です。企業を

とりまく環境や経営課題を分析し、将来にわたって

事業を牽引していく「望ましいリーダー像」に基づい

て評価項目（ディメンション）を設計しています。

アセスメント研修 Ｒ＆Ｃシリーズ

精度の高い「絶対評価」
　評価方法は、訓練を受けた専門のアセッサーが行

う絶対評価です。 精緻に構造化された評価基準に

よって、客観性が高く誤差が生じにくいのが特徴で

す。日程・クラスを分けても同じ基準で評価できるだ

けでなく、実施企業全体との比較や、経年比較が可

能です。

構造化されたプログラムによる「育成効果」
　客観的で高い品質のアセスメント評価は、受講者本人にとっても高い納得性と育成効果を期待できます。研

修中、一貫して「望ましいリーダー像」に照らして自らの行動をふりかえることで、自らの行動や能力の特徴を

把握し、能力開発やキャリア開発に役立てることができます。

【図表4】360度評価システムの考え方

【図表5】アセスメント研修　R&Cシリーズ

【図表6】R&Cシリーズの特徴

お問い合わせは下記にて承ります。

受付時間　9：00～18：00（土日祝除く）

株式会社リクルートマネジメントソリューションズ　サービスセンター
　　　0120-878-300 （Tel 03-6711-6111）
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リーダーとしての成長を促す経験に含
まれる要素は何か、「研修」と「仕事」は
どのように組み合わされることでその成
長機会を最大化するのか ――。

リーダーシップ開発の専門機関として
40年の歴史を持ち、世界的に高い評価を
維持し続けるCCL（Center for Creative 
Leadership）による実践と研究の集大
成と呼べる一冊です。多くの実務家や
経営者たちにリーダーシップ開発のバ
イブルとして読まれてきた原著をこのた
び翻訳いたしました。

人材開発、とくにリーダー育成に携わる
実務家の方々、企業の経営幹部の方々、
そして次代のリーダーを目指す方々に
お薦めします。

編著：Center for Creative Leadership （Corporate Author）、 
　　　Cynthia D. McCauley （編集）, Russ S. Moxley （編集）、
　　　Ellen Van Velsor （編集） 
監訳：金井壽宏 （神戸大学大学院経営学研究科　教授）
訳　： 嶋村伸明 （リクルートマネジメントソリューションズ　組織行動研究所）
出版：白桃書房

調査概要

本誌次号
掲載予定

近日
刊行予定

『リーダーシップ開発ハンドブック』

■背景

■目的

■調査手法

「若手社員の定着･戦力化状況とSPI2との関係」
に関する調査結果

昨今、企業に入社した若手社員の仕事や組織に対する不適応、メン
タル不全の発症、早期離職などが社会的な問題となっておりますが、
これらには、教育を含めた生育環境、組織･職場の人間関係の変化
などが複雑に影響しているものと考えられます。

このたび、人材採用・戦力化支援を行うインフローソリューション事業部では「若手
社員の定着･戦力化状況とSPI2との関係」に関する調査を実施いたしました。本誌次
号にて、本調査結果のレポートを掲載予定です。ぜひご一読ください。

序　章：リーダーシップ開発についての私たちの見解
第 1 章：360度フィードバック
第 2 章：フィードバック・インテンシブ・プログラム
第 3 章：スキル・トレーニング
第 4 章：仕事の割り当て
第 5 章：能力開発につながる人間関係
第 6 章：ハードシップ（修羅場）
第 7 章：リーダーシップ開発のシステムアプローチ
第 8 章：経験から学ぶ能力の強化
第 9 章：能力開発経験の効果測定
第10章：人種と性別を越えたリーダーシップ開発
第11章：グローバルな役割を担うリーダーの育成
第12章：リーダーシップ開発の未来へのアプローチ
あとがき：金井壽宏 

目 次

本調査は、SPI2が測定している個人の特性が、こうした今日的な
状況にどのように関係しているのかを明らかにし、今後の採用選考
に資する知見を得ることを目的としております。

調査対象（SPI２を受検していただいて新卒入社した1～3年目社員）
となる若手社員の上司が、調査対象者の日ごろの行動や、組織・職
務への適応性について評定する40項目の調査票に回答。webアン
ケート方式。



◆今号より「RMSmessage」はデザインも一新し、小社研究開発部門

である組織行動研究所よりお届けすることとなりました。より一層、組

織人事課題のトレンドを見据えてテーマを設定し提言をご紹介すること

によって、経営者、人事の皆様方のお役に立てるような広報誌を目指し

てまいります。

◆特集では、組織人事課題としても常に優先順位の高いテーマである「次

世代リーダー選抜・育成の現実と今後」を取り上げました。過去10年間

の企業の取り組みや成果について検証するにあたり、リーダーシップ研

究の識者や人事トップの方々のお話を伺いました。

◆過去10年を振り返ると、次世代リーダー育成プログラムを受けた人が

役員になっている事例は増えており、ある一定の効果があったと言えま

す。しかし、一方で、「その人はそのプログラムを受けなくても役員になっ

ていたよ」という反論もあります。教育一般に言えることですが、効果

検証が難しい領域だとあらためて認識しました。

◆さて、次号（10月発行号）は、「今後の人材マネジメント」に関する特

集を予定しています。われわれはどこに向かっていくべきか、実態調査

やインタビューなどを通じて、今後の人材マネジメントの課題解決のヒ

ントをご提示できればと考えております。

古野庸一（message@recruit-ms.co.jp）

RMSmessage
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